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１.国立大学法人・大学共同利用機関法人の概況
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教育基本法（昭和二十二年法律第二十五号）（抄）
第二章 教育の実施に関する基本
（大学）

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を創
造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。

2 大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければならない。

学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄）
第九章 大学

第八十三条 大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳
的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展
に寄与するものとする。

国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）（抄）
第一章 総則

第一節 通則
（目的）

第一条 この法律は、大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等教育及び学術研究の
水準の向上と均衡ある発展を図るため、国立大学を設置して教育研究を行う国立大学法人の組織及び運営並びに
大学共同利用機関を設置して大学の共同利用に供する大学共同利用機関法人の組織及び運営について定めること
を目的とする。

国立大学の法律上の目的・役割
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（令和7年4月1日）
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国立大学法人等の構成
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24

障害

畜産

海洋

体育

芸術

外国語

社会

医学

工学

教員養成系

３学部

４学部

５学部

６学部

７学部以上

８１
法
人
・
８５
大
学

総
合
４８

そ
の
他
３７

北海道、東北、※筑波、千葉、東京、
※東京科学、新潟、富山、信州、
静岡、名古屋、京都、大阪、神戸、
島根、岡山、広島、山口、愛媛、
九州、長崎、熊本、鹿児島、琉球

弘前、岩手、秋田、茨城、
埼玉、横国、岐阜、三重、
大分、宮崎

山形、宇都宮、徳島、香川、高知、佐賀

群馬、 ※金沢、福井、
山梨、和歌山、鳥取

北海道教育、宮城教育、東京学芸、上越教育、愛知教育、
京都教育、大阪教育、兵庫教育、奈良教育、鳴門教育、
福岡教育

東京外国語③

東京芸術②

鹿屋体育

東京海洋③

帯広畜産

筑波技術③

お茶の水④、奈良女子④

政策研究、総合研究、北陸先端科学技術、奈良先端科学技術

室蘭工業、北見工業、東京農工②、電気通信、長岡技術科学、
名古屋工業、豊橋技術科学、京都工芸繊維、九州工業②

旭川医科、浜松医科、
滋賀医科

小樽商科、一橋⑤

※福島、滋賀

・※は学群等制度を持つ大学
・○の中の数字は学部数
・赤字は医学部を持つ大学

専門
３１

女子大学

大学院大学

東海国立大学機構
名古屋
岐阜

北海道国立大学機構
小樽商科
帯広畜産
北見工業

奈良国立大学機構
奈良教育
奈良女子

大学共同利用機関法人（４法人）
人間文化研究機構（博物館等3、研究所等3）・自然科学研究機構（研究所等5）・高エネルギー加速器研究機構（研究所等2）・情報・システム研究機構（研究所等4）

国立大学等の種類・規模
令和7年4月

6



【主な共同利用の研究設備】
・低温実験施設 ・二次イオン質量分析計
・スーパーコンピュータシステム（統計科学、遺伝研）
・SINET６

【主な共同利用の研究資料・データ】
・極域関係資料（アイスコア、隕石等）
・日本人の国民性と国際比較調査データ
・モデル生物リソース（ﾏｳｽ、ｼｮｳｼﾞｮｳﾊﾞｴ、ﾋﾄﾞﾗ、ｲﾈ、大腸菌等）
・DDBJ（日本DNAデータバンク）

【主な共同利用の研究設備】
・Ｂファクトリー（スーパーKEKB＋BelleⅡ測定器）
・J-PARC （大強度陽子加速器施設）
・PF/PF-AR（放射光科学研究施設）

【主な共同利用の研究手段】
・放射光、中性子、ミュオン、低速陽電子の利用研究
・代行測定･解析（放射光）
・加速器関連技術の支援（超伝導、低温他）

【主な共同利用研究設備】
・すばる望遠鏡（ハワイ島 ） ・アルマ望遠鏡（チリ）
・大型ヘリカル装置LHD ・UVSOR（放射光施設）

【主な共同利用の研究資料・データ】
・災害に備えた生物遺伝資源の保存・管理(ﾊﾞｲｵﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）
・天文観測アーカイブ
・LHD実験データベース
・ﾅｼｮﾅﾙﾊﾞｲｵﾘｿｰｽﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけるメダカ、霊長類等

【主な共同利用の研究設備】
・高分解能マルチコレクタICP質量分析装置
・安定同位体比測定用質量分析装置等

【主な共同利用の研究資料・データ】
・統合検索システムnihuBridge（歴史学、国文学、民族学等の資料・研究成果）
・言語資源「コーパス」（大規模なテキスト・音声のサンプルデータベース）
・書籍（和漢書、古典籍、古文書等の原本・写本・マイクロフィルム等）
・標本資料（民族学、文化人類学、歴史学、考古学、民俗学等）
・映像音響資料 （日本映画、伝統芸能、民族文化等）

各大学共同利用機関法人（４法人）の構成

高エネルギー加速器研究機構

情報・システム研究機構

人間文化研究機構

自然科学研究機構

研究分野：人間の文化活動並びに人間と社会
               及び自然との関係に関する研究

設置する大学共同利用機関(６機関)：
●国立歴史民俗博物館（千葉）
●国文学研究資料館（東京）
●国立国語研究所（東京）
●国際日本文化研究センター（京都）
●総合地球環境学研究所（京都）
●国立民族学博物館（大阪）

研究分野：天文学、物質科学、エネルギー科学、
               生命科学その他の自然科学に関する研究

設置する大学共同利用機関(５機関)：
●国立天文台（東京ほか）
●核融合科学研究所（岐阜）
●基礎生物学研究所（愛知）
●生理学研究所（愛知）
●分子科学研究所（愛知）

研究分野：高エネルギー加速器による素粒子、原子核並びに
               物質の構造及び機能に関する研究並びに高エネ
               ルギー加速器の性能の向上を図るための研究

設置する大学共同利用機関(2機関)： 
●素粒子原子核研究所 (茨城)
●物質構造科学研究所 (茨城)

研究分野：情報に関する科学の総合研究並びに当該
研究を活用した自然科学及び社会における
研究諸現象等の体系的な解明に関する研究

南極観測【国立極地研究所】

設置する大学共同利用機関(４機関)：
●国立極地研究所（東京）
●国立情報学研究所（東京）
●統計数理研究所（東京）
●国立遺伝学研究所（静岡）

研究教育職員 263名
技術職員 26名
事務職員 245名

研究教育職員 485名
技術職員 244名
事務職員 231名

研究教育職員 410名
技術職員 173名
事務職員 206名

研究教育職員 358名
技術職員 104名
事務職員 232名

SuperKEKB / BelleⅡ実験

大強度陽子加速器（J-PARC）

すばる望遠鏡 【国立天文台】

SINET６
【国立情報学研究所】

大型ヘリカル装置【核融合科学研究所】

※職員数は令和6年5月1日現在
事業規模は令和5年度決算による

日本語の歴史的典籍事業規模：121.7億円（うち運営費交付金 114.0億円）

職員数： 534名

職員数： 960名

事業規模：312.5億円（うち運営費交付金 242.4億円）

職員数： 789名  

事業規模：298.8億円（うち運営費交付金 168.0億円）

職員数： 694名

事業規模：284.7億円（うち運営費交付金 214.7億円）

7



国立
8,609 
40％

公立
789 
4％

私立
12,855 

56％

（出典）文部科学省「学校基本統計」（令和6年度）より作成

国立
86

11％
公立
103
12％私立

624
77％

学校数
●合計813校

国立
433,387 

17％
公立

147,654 
5％

私立
2,047,269 

78％

学生数

国立
94,873 

58％
公立

11,535 
7％

私立
65,261 

36％

学士課程
●合計262万8,310人

国立
52,753 

68％

公立
5,609 

7％

私立
19,355 

25％

修士課程
●合計17万1,669人

専門職学位課程
●合計2万2,253人

博士課程
●合計7万7,717人

我が国の学校数は813校（うち、私立624校（76.8％））であり、学部学生数は約263万人（うち、私立約205万人（78％））。
修士課程・博士課程の学生数は、国立が占める割合が高い。

8
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国立大学法人評価の仕組み

国立大学法人の中期目標
（国立大学法人法第31条の3ほか）

中期目標の評価方法

大学改革支援・学位授与機構

国立大学法人評価委員会

中期目標
教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価

※法令ではなく実施要領において、現況分析の実施を規定

学部・研究科等の教育研究の水準の分析（現況分析）※

中期目標
業務運営の改善及び効率化
財務内容の改善
自己点検・評価及び情報提供
その他業務運営に関する重要事項

の達成状況に関する評価

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

中期目標
教育研究の質の向上に関する事項

の達成状況に関する評価
Ⅰ

（国立大学法人法第30条）

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供に関する事項

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項

1

2

3

4

社会との共創
教育
研究
その他社会との共創、教育、研究に
関する重要事項 評価を要請 評価結果の提供

6段階
判定

6段階
判定

大学改革支援・
学位授与機構の
評価結果を尊重
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中期目標の
事項 個別の中期目標 中期計画 （評価指標）

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

○○○
(個別の中期目標)

●●
(具体的措置)

評価指標■■

評価指標■■

評価指標■■

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

Ⅳ 自己点検・評価及び情報提供
に関する事項

Ⅴ その他業務運営に関する重要
事項

第４期中期目標期間における国立大学法人評価制度について

〇 法律で設置される国立大学法人等について、大学の教育研究の特性や自主性に配慮しつつ、必要最低限の国の関与として、
６年間の中期目標・中期計画の設定や事後的な評価等を制度化

〇 国立大学法人等評価の目的は、「国立大学法人等の継続的な質的向上」と「社会への説明責任の遂行」

国が国立大学法人等に求める役割や機能の明確化した「中期目標大綱」
を提示①し、各法人が中期目標原案を作成②
文部科学大臣が、各法人に対し６年間に達成すべき目標（中期目標）
を定め、提示③
各法人は、中期目標を達成するための計画（中期計画）を作成④し、

   文部科学大臣が認可⑤
中期計画には達成状況を検証することができる指標（評価指標）を設定
中期目標の作成及び中期計画の認可に当たっては、大学等の自主性・

   自律性を尊重

①
「
中
期
目
標
大
綱
」
を
提
示

②
中
期
目
標
原
案
を
作
成

(

大
綱
か
ら
選
択)

③
中
期
目
標
の
提
示
・
公
表

④
中
期
計
画
案
を
作
成

⑤
中
期
計
画
の
認
可
・
公
表

※文部科学大臣は、中期目標の提示、中期計画の認可に当たっては、
国立大学法人評価委員会の意見を聴く。

文部科学大臣

国立大学法人等

評価は国立大学法人評価委員会が、中期目標期間の４年目終了時及び
６年目終了時に実施
※教育研究の質の向上については、専門的な観点から評価を実施するため、

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に評価を要請し、その結果を尊重
評価指標の達成状況に重点を置いた評価の実施
業務実績評価は、各法人の自己点検・評価に基づいて実施
国立大学法人評価委員会は、各法人の自己点検・評価を検証し、中期

   計画の実施状況等に基づき、中期目標の達成状況を確認
    (法人間を相対的に比較するものではない)

中期目標・中期計画の策定 業務実績の評価

〇評価指標は、達成水準を満たすかを客観的に
３段階で判断

〇中期計画は、評価指標の達成状況に加え、
優れた実績・成果のある取組や意欲的な評価
指標の達成状況等を勘案し、５段階で判断

〇中期目標は、各中期計画の達成状況に加え、
優れた点や改善すべき点などの状況を総合的
に勘案し、６段階で判断

6段階 3段階5段階

 第４期中期目標期間から年度評価を廃止。
 その他、中期目標大綱の提示による国立大学法人等に求める役割・機能等の明確化や、意欲的な評価指標の指

定等を実施。
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指定国立大学法人制度について

平成２９年４月、国立大学法人法の改正により、我が国の大学における教育研究水準の著しい向上とイノベーション創出を図るため、文部科学大臣が
世界最高水準の教育研究活動の展開が相当程度見込まれる国立大学法人を「指定国立大学法人」として指定することができる制度を創設。

１．制度の趣旨

＜指定国立大学法人に関する特例＞
○ 出資対象範囲の拡大※1（大学発ベンチャー（大学の研究成果を

活用して商品等の開発・提供を行う事業者）への出資）
○ 役職員の報酬・給与等の基準の設定における国際的に卓越した

人材確保の必要性の考慮
○ 余裕金の運用の認定特例（文部科学大臣の認定不要）
○ 理事を２名まで増員可

※1 大学の研究成果を活用したコンサルティング会社等への出資については、
令和４年４月より全国立大学法人に対象を拡大

２．指定国立大学法人とは ３．指定の状況

指定国立大学法人の審査は、外国人有識者を含む外部有識者からなる委員
会（国立大学法人評価委員会国立大学法人分科会指定国立大学法人部会）が
書面審査、ヒアリング審査及び現地視察を実施。文部科学大臣は国立大学法
人評価委員会の意見を聴いて指定。

国立大学法人東北大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人東京大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人京都大学（平成２９年６月３０日指定）
国立大学法人東京工業大学（平成３０年３月２０日指定）※2
国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学（平成３０年３月２０日指定）
国立大学法人大阪大学（平成３０年１０月２３日指定）
国立大学法人一橋大学（令和元年９月５日指定）

＜指定の条件＞
指定国立大学法人は、国内の競争環境の枠組みから出て、国際的な

競争環境の中で、世界の有力大学と伍していく必要があるため、「研
究力」、「社会との連携」、「国際協働」の３つの領域において、既
に国内最高水準に位置していることを申請の要件として設定。

以下の項目を申請に当たって確認
【研究力】

・科学研究費助成事業の新規採択件数
・トップ10%論文の状況

【社会との連携】
・受託・共同研究収益の割合
・寄附金収益の割合
・特許権実施等収入の割合
・大学発ベンチャー設立数の割合（第４期～）

【国際協働】
・国際共著論文比率
・留学生及び日本人派遣学生の割合（学部・大学院）
・外国人教員割合（第４期～）

【第４期指定について】

国立大学法人筑波大学（令和２年１０月１５日指定）
国立大学法人東京医科歯科大学（令和２年１０月１５日指定）※2
国立大学法人九州大学（令和３年１１月２２日指定）

※2 国立大学法人東京科学大学として指定継続（令和６年１０月１日付）

【第３期指定について】
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重要事項については
議を経て学長が決定（※）

教育研究に関する
重要事項を審議
【学内者で構成】

経営に関する
重要事項を審議

【学外者が過半数】

議長として主宰 議長として主宰

代
表
者
（
学
外
者
）

代
表
者
（
学
内
者
）

学外者と学内者同数で構成

学長選考・監察会議

基準に基づく選考・解任の申出
業務執行状況の確認

学
外
者
の
参
画

文部科学大臣 国立大学法人評価委員会

国立大学法人の
業務を監査

国立大学法人の
業務を総理

学長を補佐し、業務を掌理
（学外理事は原則二人以
上を設置義務とする）

国
立
大
学
法
人

・評価・中期目標提示、中期計画認可
・学長、監事の任命

・中期目標原案、中期計画作成
・学長候補者の申出

学長

理事理事
（学外）

理事

経営協議会 教育研究評議会

監事

役員会

監事
（学外）

（令和４年４月以降）

※運営方針会議を設置している法人にあっては、運営方針事項（中目・中計等）について、
学長も参画する運営方針会議において決定（令和６年１０月～）

国立大学法人のガバナンスの仕組み
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国立大学法人化以後の流れ

第１期 第３期第２期 第４期
平成28年度～平成16年度～ 平成22年度～ 令和４年度～

新たな法人制度の
「始動期」

＜国立大学法人化の意義＞
自律的・自主的な環境の下
で国立大学をより活性化し、
優れた教育や特色ある研究
に積極的に取り組む、より個
性豊かな魅力ある国立大学
を実現

法人化の長所を生かした
改革を本格化

持続的な“競争力”を持ち、
高い付加価値を生み出す国立大学へ 機能拡張により公共を担う経営体への転換

大学改革実行プラン
（平成24年６月）
社会の変革のエンジンとなる
大学づくり
・大学の機能再構築
・大学ガバナンスの充実強化

国立大学改革強化推進事業（平成24年度～） 国立大学経営改革促進事業(平成30年度～)

機能強化の推進
・運営費交付金による重点支援

３つの重点支援の枠組みによる重点支援
学長裁量経費の導入
客観・共通指標による配分（令和元年度～）
※第3期期間中は同額程度を確保

• 指定国立大学法人制度の創設
• 経営と教学の分離、一法人複数大学制の導入

国立大学経営力戦略（平成27年6月）
「社会変革のエンジン」として知の創出機能
を最大化
• 大胆な発想で、学長がリーダーシップとマネジ
メント力を発揮し、組織全体をリードする将来
ビジョンに基づく自己改革・新陳代謝を実行

• 確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提
とした経営的視点で大学運営を行うことで経
営力を強化
３つの重点支援の枠組みを新設
機能強化のための組織再編
学長の裁量による経費（仮称）によるマネ

ジメント改革
「特定研究大学(仮称) 」「卓越大学院(仮

称) 」「卓越研究員(仮称)」

国立大学改革プラン
（平成25年11月）
• ミッションを踏まえ、改革を
改革加速期間中に実施す
る大学に対し、国立大学
法人運営費交付金等によ
り重点支援

• 大学発ベンチャー支援会社（VC）への
出資を可能に

ミッションの再定義
各国立大学と文部科学省の意見交
換により、各大学の強み・特色・社会
的役割を整理

国立大学改革方針（令和元年６月）
知識集約型社会において知をリードし、イノベーションを創出する
知と人材の集積拠点としての役割。「国立大学こそが社会変革
の原動力」
地域の教育研究拠点として、各地域のポテンシャルを引き出し、
地方創生に貢献する役割
1. 徹底的な教育改革
2. 世界の「知」をリードするイノベーションハブ
3. 世界・社会との高度で多様な頭脳循環
4. 地域の中核として高度な知を提供
5. 強靭なガバナンス
6. 多様で柔軟なネットワーク
7. 国立大学の適正な規模
⇒手厚い支援と厳格な評価の徹底、規制緩和と体制整備

自律的な経営環境の確保
• 学生への修学支援・ポスドク等への研究助成等に
対する個人寄附への税額控除導入

• 評価性資産の寄附に係る非課税要件緩和
• 土地等の第三者貸付対象の範囲拡大
• 余裕金の運用対象の拡大
• 大学債・長期借入の対象拡大

改革加速期間
(平成24～27年度)

国立大学法人と国の自律的契約関係
• 中期目標・中期計画の在り方の見直し
※国が示す大枠の方針（中期目標大綱）から法人が
自らのミッションとして位置づけるものを選択

• 評価全体の効率化、年度評価の廃止
• 学長選考・監察会議の権限追加、監事の体制強化
• ガバナンス・コードの適合状況の積極的な公表
社会のステークホルダーとのエンゲージメント
• 運営費交付金に「ミッション実現戦略分」を導入、社会
的インパクトの創出に向けた取組を後押し

• 大学の大きな運営方針の継続性・安定性を確保し、ス
テークホルダーと共に継続的な大学の成長を支えるための
運営方針会議の創設
経営裁量の拡大を可能とする規制緩和等
• 大学債・長期借入の対象拡大
• 土地等の第三者貸付につき計画の一括認可を可能に
• 個人寄附の税額控除対象を、障害学生支援や留学生
宿舎建設目的の寄附にも拡大

ガバナンス改革
• 教授会等の組織の規定の見直し
• 学長選考の透明化

• 大学ごとに法人化し、自律
的な運営を確保

• 民間的発想のマネジメント
手法を導入

• 学外者の参画による運営
システムを制度化

• 能力主義人事の徹底
• 第三者評価の導入による
事後チェック方式への移行
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２.国立大学法人・大学共同利用機関法人
の現状分析
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本資料では、法人化以降の財務状況及び規制緩和等された制度の活用状況について現状分析を行う。
その際、各法人の規模や教育研究の分野は様々であること、また、これらの違いによって制度の活用状況の傾向が異なることから、国立大学法人等

の全体の傾向を分析することに加え、法人化以来、財務分析に用いている以下のグループごとに分析を行った。
なお、法人の規模や分野等により、法人化以降の制度の活用の状況等には自ずと異なる特徴があると考えられるものであり、本分析で表された財務

状況や制度の活用状況の多少のみをもって、当該グループの法人の活動ぶりの評価の意味合いをもつものではないことに十分留意することが必要であ
る。

Ａグループ（大規模）： 学生収容定員１万人以上、学部等数概ね１０学部以上の国立大学法人（学群、学類制などの場合は、学生収容定員のみ）
Ｂグループ（理学生＞W文）： 医科系学部を有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人
Ｃグループ（文学生＞W理）： 医科系学部を有さず、学生収容定員に占める文科系学生数が理工系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人
Ｄグループ（医のみ）： 医科系学部のみで構成される国立大学法人
Ｅグループ（教のみ）： 教育系学部のみで構成される国立大学法人
Ｆグループ（院のみ）： 大学院のみで構成される国立大学法人
Ｇグループ（医有複学）： 医科系学部その他の学部で構成され、Ａ～Ｆのいずれにも属さない国立大学法人
Ｈグループ（医無複学）： 医科系学部を有さず、Ａ～Ｆのいずれにも属さない国立大学法人
Ⅰグループ（共同利用機関）： 大学共同利用機関法人

（H16～R5間に大学統合・法人統合された大学については、R5時点のグループで整理。）

区分 大 学
Ａグループ 北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、新潟大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学、東海国立大学

機構＜13法人＞
Ｂグループ 室蘭工業大学、東京農工大学、東京工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、

豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学＜11法人＞
Ｃグループ 福島大学、筑波技術大学、東京外国語大学、東京藝術大学、一橋大学、滋賀大学＜6法人＞
Ｄグループ 旭川医科大学、東京医科歯科大学、浜松医科大学、滋賀医科大学＜４法人＞
Ｅグループ 北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京都教育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、鳴門教育大学、福岡

教育大学＜10法人＞
Ｆグループ 政策研究大学院大学、総合研究大学院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学＜４法人＞
Ｇグループ 弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、三重大学、鳥取大学、島根大学、山口大学、徳島大

学、香川大学、愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学＜24法人＞
Ｈグループ 岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静岡大学、和歌山大学、北海道国立大学機構（小樽商科大学・帯広

畜産大学・北見工業大学）、奈良国立大学機構（奈良教育大学・奈良女子大学）＜10法人＞
Ⅰグループ
＜4法人＞ 人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構

（※）法人化当初の年度評価時の財務分析のため、財政規模・収支構造に
着目して分類したもの。毎年度、本グループ分けを活用して法人の財務情
報の分析を行い、文科省HPで公表している。経年比較の観点等から、基
本的には当初のグループ分けを維持し、毎年度、定義に合わせてグループ
分けを見直すことはしていない。
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２ー１.経営規模
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 全体として経常収益・費用は約1.4倍に増加。
＜経常収益＞
 最も大きな増要因は附属病院収益で、約2.2倍に増加（6,245億円→13,642億円）。
 外部資金等は約3.8倍に増加（1,718億円→6,585億円）しており、企業等からの受託研究・共同研究など全般的

に獲得金額が増加、寄附金は受入件数は約2.3倍、受入額は約1.6倍に増加。
＜経常費用＞
 収益増に比例して、診療経費は約2.1倍に増加（7,235億円→15,104億円）。
 受託研究費等は約2.8倍に増加（1,082億円→2,981億円）。また、教育経費や研究経費も増加。
 一方、人件費、一般管理費等は微減となっている。

11,654
(47%)

10,695
(30%)

3,560
(15%)

3,593
(10%)

261
(1%)

769
(2%)

1,718
(7%)

6,585
(19%)

1,016
(4%)

6,245
(26%)

13,642
(39%)

24,454 

35,284 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

H16

R5

【 経常収益 】

運営費交付金収益 学生納付金収益 雑収入等 外部資金等（補助金収益、受託研究収益等、寄附金収益、研究関連収益） 資産見返戻入※ 附属病院収益

10,098
(42%)

10,081
(29%)

1,836
(8%)

1,753
(5%)

1,039
(4%)

1,785
(5%)

2,332
(10%)

3,199
(9%)

1,082
(5%)

2,981
(9%)

7,235
(31%)

15,104
(43%)

23,622 

34,903 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

H16

R5

【 経常費用 】

人件費（附属病院以外） 一般管理費等 教育経費 研究経費 受託研究費等 診療経費（附属病院の人件費含む）

※  資産見返負債戻入（資産の減価償却に伴い償却費と同額を計上する収益）が令和４年度より０となっているのは、会計基準の改訂によるもの

【単位：億円】

経常収益・費用やその内訳の変化について（全体の傾向）
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669
(58%)

634
(51%)

397
(34%)

387
(31%)

16
(1%)

40
(3%)

63
(5%)

181
(15%)

20
(2%) 1,165 

1,242 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

H16

R5

784
(75%)

739
(72%)

23
(2%)

27
(3%)

70
(7%)

251
(25%)

164
(16%) 1,041 

1,017 

0 200 400 600 800 1,000

H16

R5

運営費交付金収益 学生納付金収益 雑収入等 外部資金等（補助金収益、受託研究収益等、寄附金収益、研究関連収益） 資産見返戻入※

 全体としては経常収益が伸びている中で、E、F、H、Iグループは縮小ないしほぼ同規模となっている。

148
(69%)

150
(69%)

17
(8%)

18
(8%)

5
(2%)

5
(2%)

30
(14%)

47
(21%)

15
(7%) 215 

220 

0 50 100 150 200 250

H16

R5

485
(70%)

445
(65%)

192
(28%)

176
(26%)

10
(1%)

19
(3%)

10
(1%)

43
(6%)

1
(0%)

698 

683 

0 100 200 300 400 500 600 700

H16

R5
E

（教のみ）

F
（院のみ）

【単位：億円】

※  資産見返負債戻入（資産の減価償却に伴い償却費と同額を計上する収益）が令和４年度より０となっているのは、会計基準の改訂によるもの
※ 令和５年度の補助金収益には、修学支援新制度（令和２年度開始)による授業料等の減免相当分が含まれる

【経常収益】

H
（医無複学）

I
（共同利用機関）

経常収益・費用やその内訳の変化について（グループ間に見られる特徴①）
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844
(74%)

778
(64%)

89
(8%)

106
(9%)

91
(8%)

151
(13%)

74
(7%)

89
(7%)

39
(3%)

84
(7%)

1,137 

1,208 
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人件費（附属病院以外） 一般管理費等 教育経費 研究経費 受託研究費等

10,098
(42%)

10,081
(29%)

1,836
(8%)

1,753
(5%)

1,039
(4%)

1,785
(5%)

2,332
(10%)

3,199
(9%)

1,082
(5%)

2,981
(9%)

7,235
(31%)

15,104
(43%)

23,622 

34,903 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000
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 全体では経常費用も大きく増加している中、Eグループは縮小、Hグループは同等の小規模の増加となっている。
 経常費用のうち人件費について、全体の傾向としては同規模を維持しているが、両グループの人件費は減少している。
 両グループとも経常費用に占める人件費の割合が約７割とコストの大半を占めている。

E
（教のみ）

H
（病院無復学）

546
(80%)

487
(74%)

44
(6%)

42
(6%)

66
(10%)

116
(17%)

19
(3%)

14
(2%)

4
(1%)

6
(1%)

679 

665 

0 100 200 300 400 500 600 700

H16

R5

【単位：億円】【経常費用】

全体
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経常収益・費用やその内訳の変化について（グループ間に見られる特徴②）



● 獲得している外部資金について、Aグループ（大規模）、Bグループ（理学生＞W文）及びCグループ（文学生＞W理）においては、受託研究、共同研究
    受託事業などの金額が大きく増加している一方、Eグループ（教のみ）、Fグループ（院のみ）、Iグループ（共同利用機関）は増加度が低い。

運営費交付金と外部資金の獲得状況（グループ間に見られる特徴）

20



２ー２.国立大学法人運営費交付金等
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R7 

R6 

R5 

R4 

R3 

R2 

R1 

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

H21

H20

H19

H18

H17

H16 12,416

11,695

（単位：億円）

(注)グラフは当初予算額の推移。

平成25年度、平成26年度予算額には、国家公務員の給与減額措置の影響による増減がある。

平成29年度・平成30年度予算額には、国立大学法人機能強化促進費を含む。

令和２年度予算から、高等教育修学支援新制度の授業料等減免分を内閣府に計上。

12,317
12,215

11,813
12,044

11,528

10,784

11,366

11,585

10,792
11,123

10,971
10,945
10,945

10,971
10,971

10,807

10,786
10,790

10,784
10,784

(参考)令和６年度補正予算［国立大学等における教育研究基盤の強化等］：180億円
※このほか、災害復旧等：40億円、GIGAスクール構想の推進：26億円を計上

国立大学法人運営費交付金予算額の推移
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ﾐｯｼｮﾝ実現加速化経費

 ミッション実現に向けた
戦略等を支援

 高等教育共通政策課
題対応を支援

第４期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の概要

特殊要因経費

 教職員の退職
手当等、国が措
置すべき義務的
経費

基幹経費

 人件費や光熱水料など、国立大学（附属学校、附置研究所等を含む
）の教育研究を実施する上で必要となる最も基盤的な経費

国立大学全体として教育研究の成果を最大化し、各大学の意
識改革を促すことを目的とした、「ミッション実現加速化係数」に
より一定の財源を確保した上で、各大学の組織改革や設備整
備等に対する支援を「ミッション実現加速化経費」として配分
【係数設定】
成果を中心とする実績状況に基づく配分のグループごとに以下のとおり設定
グループ①：▲1.2% グループ②：▲0.8% グループ③：▲1.0%
グループ④：▲1.6% グループ⑤：▲1.6%

設置基準教員
給与費相当額等

学長裁量
経費

成果を中心とする
実績状況に基づく配分

各大学の行動変容や経営改善に向けた努力を促すとともに、
国立大学への公費投入・配分の適切さを示すため、教育研究
活動の実績、成果等を客観的に評価しその結果に基づき配分
【配分対象経費】1,000億円
【配分率】75%～125% ※指定国立大学は70%～130%
【評価グループ】規模や組織体制などにより６つにグループ分け
【配分指標】アウトカム重視への指標へ見直すとともに、大学の改革努力を反
映する要素を加味 （令和４年度予算時点）

「設置基準教員給与費相当額等」及び
「学長裁量経費」については、
ミッション実現加速化係数の対象外

自己収入（授業料収入等）
 収容定員や実績に基づき予め見積もり
 受託研究収入等の外部資金増加は交付金算定に反

映させず、大学の増収努力を考慮

運営費交付金対象事業費から自己収入を差し引いた額を交付額とする

国 立 大 学 法 人 運 営 費 交 付 金

特殊要因
運営費交付金ミッション実現

加速化経費分

運営費交付金対象事業費（教育研究の確実な実施に必要な支出額）

基幹経費分

基幹運営費交付金

人件費・物件費の区分のない「渡し切り」

交付額決定

 6年間の中期目標期間を通じて継続して支援を行い、中間及び期末にその社会的なインパクトを評価し、評価結果を第5
期に向けて反映させる仕組みを導入。

 客観的な共通指標による、成果を中心とする実績状況に基づく配分は、評価対象である国立大学のグループ分けを改善
しつつ、引き続き維持。
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グループ1
（28大学）

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の特
性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全国的
な教育研究を推進する取組を中核とする国立大学のう
ち、附属病院を有する国立大学

旭川医科大学、弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、新潟大学、富山大学、福井大学、山梨大学、

信州大学、岐阜大学、浜松医科大学、三重大学、滋賀医科大学、鳥取大学、島根大学、山口大学、徳島大

学、香川大学、愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、

琉球大学

グループ2
（27大学）

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の特
性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全国的
な教育研究を推進する取組を中核とする国立大学のう
ち、附属病院を有しない国立大学

北海道教育大学、室蘭工業大学、小樽商科大学、帯広畜産大学、北見工業大学、岩手大学、宮城教育大

学、福島大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、横浜国立大学、長岡技術科学大学、上越教育大学、静

岡大学、愛知教育大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、滋賀大学、京都教育大学、京都工芸繊維

大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、和歌山大学、鳴門教育大学、福岡教育大学

グループ3
（14大学）

主として、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色の
ある分野で地域というより世界･全国的な教育研究を推
進する取組を中核とする国立大学

筑波技術大学、東京外国語大学、東京学芸大学、東京芸術大学、東京海洋大学、お茶の水女子大学、電気

通信大学、奈良女子大学、九州工業大学、鹿屋体育大学、政策研究大学院大学、総合研究大学院大学、

北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学

グループ4
（9大学）

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍し
て、全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進する
取組を中核とする国立大学のうち、指定国立大学

東北大学、筑波大学、東京大学、東京科学大学、一橋大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、

九州大学

グループ5
（7大学）

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍し
て、全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進する
取組を中核とする国立大学

北海道大学、千葉大学、東京農工大学、金沢大学、神戸大学、岡山大学、広島大学

グループ6
（4機構）

研究基盤の共同利用や、大学の枠を越えたネットワーク
化を推進する大学共同利用機関 人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構

※「ミッション実現加速化係数」、「成果を中心とする実績状況に基づく配分」に活用

第４期中期目標期間の国立大学法人運営費交付金におけるグループ分けについて
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・国立大学における教育研究の更なる質の向上や経営改善に向けた一層の努力を促すため、教育研究活動の

実績・成果等を客観的に評価し、その結果に基づく配分を実施。

・国立大学の教育研究活動の継続性・安定性とのバランスに留意しつつ、教育研究の更なる質の向上を図る。

配分対象経費： 1,000億円
                               (基幹経費に設定)

配 分 率： 75％～125％
（指定国立大学は70％～130％）

※令和６年度予算と同額・同率

※各大学の改革努力を適切に反映する
ため、研究の指標を中心に「実績」
に加え「伸び」を加味

国立大学法人運営費交付金「成果を中心とする実績状況に基づく配分」について

配分の趣旨

令和７年度予算における配分の概要

【教育】
170億円博士号授与の状況

大学教育改革に向けた取組の実施状況教
育

常勤教員当たり研究業績数

運営費交付金等コスト当たりTOP10％論文数
（グループ④～⑥）

若手研究者比率

会計マネジメント等改革状況
（ダイバーシティ環境醸成の状況等を含む）

経
営

寄附金等の経営資金獲得実績経
営

人事給与マネジメント改革状況

常勤教員当たり科研費獲得額・件数

研
究

卒業・修了者の就職・進学等の状況
教
育

経
営

常勤教員当たり受託・共同研究等受入額

60億円

60億円

50億円

100億円

115億円

155億円

100億円

100億円

40億円

70億円

150億円

教
育

【研究】
470億円

【経営】
360億円

新規採用教員に占める
若手研究者比率を加味

※  「伸び」を加味

※

※

※

【配分指標】【配分対象経費・配分率】

研
究

研
究

研
究 経
営

研
究 経
営

※
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646
482 444 439 439 441 503 437 469 465 487 487 418 410 376 347 361 363 363 363 363 364 

808

430

457
666

1,209

889 897

621

50

725

1,412

480

194
210

119 125

326

46

646
582 603 624 

630

10841
53

128

63

39

8

11

46

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

539

1,481

744

（単位：億円）

2,000

1,500

1,000

500

1,103
1,148

1,653

1,328 1,336

1,062

595

1,162

2,794

1,119

当初予算額（一般会計）
補正予算額（一般会計）
予備費
当初予算額（復興特会）
補正予算額（復興特会）

689

国立大学法人等施設整備５か年計画

科学技術・イノベーション基本計画（旧科学技術基本計画）

第３期第２期 第４期 第５期

第１次 第２次 第３次 第４次

609

1,467

第５次

１次

1,009

◇四捨五入により合計は一致しない場合がある。
◇平成30年度補正予算のうち108億円、令和元年度予算のうち808億円、令和２年度予算のうち430億円は防災・減災、国土強靱化関係予算（臨時・特別の措置）

～

第６期

945 966 987

～

526

３次

364

国立大学法人等施設整備費予算額の推移（平成16年度～令和7年度予算）
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２ー３. 財源の多様化
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・長期借入金の借入や債券発行経費の対象拡大
・不動産の第三者への貸付手続きの簡素化(複数計画の一括
  認可が可能に)
・障害者の修学支援や留学生受け入れ環境整備を目的とした
  寄附にも税額控除を拡大

2004 予算・人事等に関する大学の裁量拡大
学外者の経営参画が法定
TLOに対する出資の可能化・寄附やライセンス対価として株式を取得できることを明確化

・国立大学が法人化

・国立大学が実施できる「収益を伴う事業」を明確化
・修学支援を目的とした寄附に税額控除

・教育研究活動で生み出された成果物の一般販売収入
・教育研究活動の成果を活用して行った技術支援や法律相談
の対価

・施設・設備へのネーミングライツ収入
・大学の博物館の入館料、展覧会・発表会の入場料

⇒ 全て可能

・不動産の第三者への貸付け対象が拡大
・寄附金等を原資とする余裕金を、より収益性の高い金融商品
への運用を可能化

大学の業務に関係ない用途であっても、将来的に使用予定があ
るなど特定の要件を満たせば、文部科学大臣の認可を得て、貸
付けが可能に。 （これまでは×）

・評価性資産の寄附をした際のみなし譲渡所得税の非
課税要件を緩和

・指定国立大学法人制度創設：指定国についてはコンサル、
研修等を実施する研究成果活用事業者への出資が可能

国立大学に対して現物を寄附する際に、税務署で
受ける非課税承認を受ける期間を短縮。
また、寄附された資産を別の資産に組み替えられるようになり、
             寄附を受け入れる大学にとっても資産の管理が柔軟に。

・大学発ベンチャー支援会社への出資を可能化
※TLO：Technology Licensing Organization（技術移転機関）
大学の研究者の研究成果を特許化し、それを企業へ技術移転する法人

2005
2013

2016

2017

2018

2020
・学生やポスドクへの研究助成・能力向上を目的とした寄附に
税額控除の対象を拡大
・長期借入金の借入や債券発行の対象事業の拡大や償還期
間の延長

対象事業を附属病院や施設移転等に要する土地の取得等に
限定していたところ、先端的な教育研究の用に供するための土地
の取得等も対象に。これにより、国立大学における教育研究機
能の一層の向上を可能に。2022

・コンサル、研修等を実施する研究成果活用事業者への
出資を全ての国立大学法人等について可能化
・指定国立大学法人について、テック系の大学発ベンチャー
への出資を可能化
・教育研究に係る施設等の管理及び利用促進に係る事業
者への出資を可能化

2021
・共同研究や受託研究についての企画・あっせん及び実用
化を目指した民間事業者との共同研究や受託研究を行う
事業者に対する出資を可能化
・大学等との共同研究に要する費用等について法人税控除

2024

国立大学法人における自律的な経営環境の確保・財源の多様化①

28



国立大学は、大学の活動から離れて、収益を上げることを目的とした事業はできないが、
大学の教育研究成果を活用することで収益を得ることは可能（平成２８年にその旨の解釈を通知）。

また、法人法を改正し、平成２９年４月以降それまで国立大学では規制されていた、

・大学に関係のない用途で利用するための不動産の第三者への貸付け
・一定の収益性の高い金融商品の運用 による自己収入の確保が可能。

教育研究成果を活用した
収益の獲得

▮ 企業の技術相談や法律相談

▮ 教育研究活動の成果物の販売

九州大学
バイオ有機肥料

宇都宮大学
牛乳

▮ 教員・学生の教育研究成果の
  展覧会・発表会

大学の資産を活用した
収益の獲得

▮ キャンパス・ツアーの実施

▮ 学内の施設(ジム、保育所等)
の一般利用者への供与

▮ ネーミングライツの施設等
への設定

山形大学
ニクニドーム
やまがた

神戸大学
NTTDATA
 IT Room

▮ 大学が保有する不動産を業務
に関係のない用途で第三者に貸し
付け ※文部科学大臣の認可が必要

不動産の貸付けによる
収益の獲得

▮ 2024年3月末時点で26法人
（40件）が認可

長崎大学

老朽化した
テニスコートを
第三者利用の

駐車場用に貸付け

金融商品の運用による
収益の獲得

▮ 無担保社債、投資信託、外貨
建債券などの収益性の高い金融
商品の運用

※運用の原資は寄附金等の自
己収入のみ

※運用体制を確認するため文
部科学大臣の認定が必要

▮ 2025年3月時点で41法人が認定

※大学の用途に関係のある貸付けは従前より可能 ※国債、地方債等の安全資産の運用は従前より可能

※指定国立大学法人9法人
は特例で認定免除

※国立大学法人は法人税法上の非課税法人であり、それとの関係からも収益を目的とすることは困難。

平成16年度の法人化以降可能 平成２９年度の改正法人法施行以降可能

平成２９年４月以降、認可・認定を受けた大学において、
具体的な貸付け契約の手続や運用等が進められている

取組・収益実績は各大学において様々であるが、
例）京都大学：２．７億円 (H16) ⇒ ２０．０億円 (R3) ※

※財務諸表上の「財産貸付料収入」「入場料収入」「講習料収入」「版権料・特許料収入」
「農畜産物収入」の合計

国立大学法人における自律的な経営環境の確保・財源の多様化②

１１ ２ ２
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Aグループ（大規模） Bグループ（理学生＞W文） Cグループ（文学生＞W理） Dグループ（医のみ）

Eグループ（教のみ） Fグループ（院のみ） Gグループ（病有複学） Hグループ（病無複学） Iグループ（共同利用機関）

1.7倍
1.0倍

3.8倍 1.4倍

1.4倍

1.7倍

1.4倍

1.3倍
1.4倍

 寄附については、大学全体で受入件数は約2.3倍、受入額は約1.6倍に増加。
 Cグループ（文学生＞W理）は寄附金額が大幅に増加、Cグループ（文学生＞W理）、Eグループ（教のみ）は寄附件数が大幅に増加。
 他の全ての類型で、寄附の受入件数が伸びている中、Fグループ（院のみ）の受入件数は減少。受入額は、Bグループのみ横ばい。一方、

Bグループは受託研究や共同研究契約が著しく伸びており、寄附から契約形態への移行も推測される。

全体

1.6倍

2.3倍
2.7倍 2.2倍 6.2倍

1.5倍

5.5倍

0.8倍

1.5倍 2.1倍

1.7倍

寄附の状況
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 土地の貸付については、令和6年度までに、46件（28法人）が認可されている。
 主な貸付用途としては、駐車場、共同住宅・マンション、社会福祉施設等。
 貸付期間は、用途により数年から75年まで様々であり、所有する土地の状況に応じた活用が行われている。貸付額も、

面積や所在地により様々であるが、年額で数十億の収入が生じる物件（東京都23区内）もある。
 グループ毎の認可件数は、Aグループ（大規模）が24件で全体の52%を占め最多。
 全国の貸付地のうち、東京都内に所在する土地の割合は34.6%を占める。東京都を除く3大都市圏（※）については

30.8％、その他の都道府県については34.6%。（※）埼玉県、千葉県、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

 グループ毎の1法人当たりの平均認可件数は、Aグループ（大規模）が1.71件と最多で、次いでHグループ（病無複
学）が0.7件。

土地の貸付の認可状況

グループ毎の認可件数
（グループ、件数、割合）

グループ毎の１法人当たりの平均認可件数
（グループ毎の全認可件数/グループ毎の全法人数）

件数
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※上述の方法により資金運用が認められている業務上の余裕金は以下の通り：
①寄附金 ②動産・不動産収入 ③研究成果の普及展開業務の対価 ④出資の配当金 ⑤運用利子・配当

② ①のほか、文部科学大臣の認定を受けた場合には、以下の方法・金融商品による資金運用の
実施が可能（なお、指定国立大学法人については、当該認定を要せず運用の実施が可能）

【自家運用】

① 全ての国立大学法人において実施可能な資金運用の内容

【委託運用】

ー国立大学法人法第35条の2において独立行政法人通則法第47条を準用ー

金融商品全般の委託運用が可能

• 貯金、預金（外貨預金等）

• （外国）投資信託の受益証券
• 外貨建ての有価証券
• 投資証券／新投資口予約権証券／

投資法人債券／外国投資証券

• 国債
• 地方債
• 政府保証債

• 文部科学大臣の指定する有価証券（A以上の格付けを取得している担保付普通社債
等）

• 預金（銀行、信用金庫等）
• 金銭信託

ー国立大学法人法第33条の５に規定ー

• 有価証券
• 無担保社債券
• コマーシャルペーパー
• 資産流動化法に規定する特定社債券

（生命保険相互会社が発行する基金債等）

資金運用制度の概要
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1

3

10

A（大規模）

未取得 基準１ 基準２ 基準３ 基準４の１ 基準４の２ 全基準

（令和６年１月末現在）

 グループ別で見ると、Aグループ（大規模）は全法人がいずれかの基準の運用が可能となっている。
 B（理学生＞W文）、E（教のみ）、F（院のみ）、Iグループ（共同利用機関）では半数を超える法人が認定未取

得となっている。
 指定国立大学については、特例により認定を受けることなく全基準による運用が可能となっているため「全基準」に区分さ

れている。

62

1
1

B（理学生＞W文）

3

1

1

1

C（文学生＞W理）

1

1

1

D（医のみ）

8

2

E（教のみ）

4

F（院のみ）

5

12

4

2 1

G（病有復学）

5

2

2

1

H（病院無復学）

3

1

I（共同利用）

グループ毎の認定状況（認定を受けている法人数）

基準の数値が上がるほどリスクがある運用を行えることに加え、必要なガバナンスを求めている。

33（令和7年3月時点）

余裕金の運用に係る認定状況



 長期借入については、令和7年4月までに83件が文部科学大臣の認可を受けている。
 グループ毎の認可件数は、Aグループ（大規模）が30件で全体の36%を占め最多。
 グループ毎の1法人当たりの平均認可件数は、Aグループ（大規模）が2.1件と最多で、次いでHグループ（病無複学）

が1.2件。

グループ毎の認可件数
（グループ、件数、全体に占める割合）

グループ毎の１法人当たりの平均認可件数
（グループ毎の全認可件数/グループ毎の全法人数）

長期借入の認可状況①
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※ 附属病院の用に供するために行う土地の取得等・先端的な教育研究の要に供するために行う土地の取得等（令和2年に対象に追加）
については、認可実績なし。

長期借入の目的別の認可件数（件数、全体に占める割合）

長期借入の認可状況②

 主な用途としては、学生の寄宿舎、職員の宿舎等に要する土地の取得等が54件（65％）と最多。
 借入額（1件当たりの平均）については、施設の移転：約55憶円、寄宿舎等：約7.5億円、産学連携施設：約

6.9憶円、附属動物病院：約2.8憶円となっている。
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 ７法人により総額1619億円の大学債が発行されている。うち、5法人が償還期間を最長の40年に設定。
 使途は、研究プロジェクトの実施、キャンパス整備、教育研究拠点の整備、産学連携施設の整備等。
 投資表明者は、保険会社、資産運用会社、自治体の共済組合、自治体、財団法人、一般企業、地元企業、学校法

人等が挙げられる（各法人HPより）。

債券発行の状況
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認可日

発行日

年限

金額

格付け
（発行体）

発行利率

発行手数料

事業

使途
※事業の一部に調
達資金を充当予定

ハイパーカミオカンデ 200億円 ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞｷｬﾝﾊﾞｽ 50億円 イノベーションコモンズ 60億円 ITF. Forum 191億円
すずかけ台キャンパス
再開発事業

261億円
サイエンスパーク整備
関連事業

70億円
世界トップ研究者の集
う知の梁山泊

100億円
多様な"大志"が結集す
る共創拠点の整備

67億円
卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計
画の推進）

776億円
卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計
画の推進）

776億円
卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計
画の推進）

776億円
卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計
画の推進）

776億円

アタカマ天文台 50億円 ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ 150億円 Well-being拠点 120億円 未来社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ棟 26億円
教育研究インフラの整
備

119億円
フラッグシップラボ拠点
整備関連事業

25億円
インクルーシブな人材
育成拠点整備

30億円
サステナビリティ／グ
リーン社会を目指す教
育・研究環境の整備

GX・DXの推進
（次世代型空間・情報イン
フラ構築）

95億円
GX・DXの推進
（次世代型空間・情報イ
ンフラ構築）

95億円
GX・DXの推進
（次世代型空間・情報イン
フラ構築）

95億円
GX・DXの推進
（次世代型空間・情報イン
フラ構築）

95億円

フィジカル工学インフラ 150億円
海洋生物研究教育拠
点整備　ほか

30億円 量子科学研究拠点 120億円 SPORT TOMORROW 34億円
最先端大型研究、産学
官連携関連の設備の
整備

45億円
川内コモンズ（仮称）の
新営

30億円
創薬シーズ開発・育成
拠点の整備

20億円
地域と世界の結節点と
なる拠点の整備

ダイバーシティ＆インク
ルージョンの推進
（D＆I棟の整備）

90億円
ダイバーシティ＆インク
ルージョンの推進
（D＆I棟の整備）

90億円
ダイバーシティ＆インク
ルージョンの推進
（D＆I棟の整備）

90億円
ダイバーシティ＆インク
ルージョンの推進
（D＆I棟の整備）

90億円

老朽施設整備　ほか 70億円 スポーツ施設　ほか 150億円
上記に係る設計費・什
器の調達費・専門職員
の人件費等

13億円
教育研究に専念できる環
境の整備
（教育研究基盤の強化）

69億円
教育研究に専念できる
環境の整備
（教育研究基盤の強化）

69億円
教育研究に専念できる環
境の整備
（教育研究基盤の強化）

69億円
教育研究に専念できる環
境の整備
（教育研究基盤の強化）

69億円

償還財源

全体188億円
・寄附金等運用益78億円
・財産貸付料36億円
・産学連携等収入40億円
・新設棟からの産学連携等収入15億
円
・法人債引当特定資産運用益
19億円

全体106.1億円
・寄附金等運用益14.6億円
・財産貸付料31.8億円
・産学連携等収入30.3億円
・共創拠点の新設による財産貸付料
収入15.3億円
・法人債引当特定資産運用益
14.3億円

全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第3回債の償還財源を
合算したもの

全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源
を合算したもの

全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を
合算したもの

全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を
合算したもの

全体603億円
・研究支援経費338億円
・寄附金運用益120億円
・財産貸付料77億円
・新たな土地活用68億円

全体932億円
・研究支援経費668億円
・寄附金運用益123億円
・財産貸付料81億円
・新たな土地活用60億円

＊償還財源は第1回と第2回債を合算
したもの

全体653億円
・産学連携392億円
・余裕金の運用益128億円
・寄附金運用益108億円

全体430億円
・産学連携305億円
・財産貸付料45億円
・余裕金の運用益37億円
・寄附金運用益28億円
・新たな土地活用16億円

全体1,280億円
・田町土地活用事業1,080億円
・宿舎跡地等土地活用事業69億円
・財産貸付料131億円

全体212億円
・寄附金等運用益41億円
・入構負担金収入64億円
・新たな土地建物活用73億円
・産学連携等に関する経費26億円
・法人債引当特定資産運用益8億円

知とイノベーションのコモ
ンズ創成事業

北海道大学Excellence
and Extension事業

UTokyo Compass
推進事業

UTokyo Compass
推進事業

UTokyo Compass
推進事業

UTokyo Compass
推進事業

東京大学FSI事業 東京大学FSI事業
大阪大学生きがいを育む
社会創造事業

筑波大学社会的価値創
造事業

キャンパス・イノベーショ
ンエコシステム構想2031
の実現

グリーン未来を創造する
イノベーション・プラット
フォーム整備事業

0.5億円（0.5％） 0.26億円（0.5％） 0.75億円（0.6％） 0.07億円（0.7％） 0.44億円（0.6％） 0.62億円（0.7％）1.4億円（0.7％） 0.7億円（0.7％） 2.0億円（0.7％） 1.4億円（0.7％） 2.0億円（0.7％） 0.7億円（0.7％）

1.187% 1.942% 2.877% 2.437% 3.128% 3.516%0.823% 0.853% 1.169% 1.619% 1.800% 1.879%

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AAA（JCR)

AA＋（R&I)
AA＋（R&I)
AAA（JCR)

100億円 33.7億円 110億円 10億円 75億円 90億円200億円 100億円 300億円 200億円 300億円 100億円

２０年 ３0年 40年40年 40年 40年 40年 40年 40年

令和2年10月16日 令和3年12月22日 令和4年4月28日 令和4年10月19日 令和4年12月16日 令和5年2月3日

20年 20年 40年

令和6年11月29日 令和7年6月3日 令和7年6月3日 令和7年6月3日

第3回
東京大学債

第４回
東京大学債

第５回
東京大学債

第６回
東京大学債

令和5年6月2日 令和6年11月29日 令和6年12月23日 令和7年6月20日 令和7年6月20日 令和7年6月20日

令和2年8月31日 令和3年12月2日 令和4年4月21日 令和4年6月30日 令和4年9月29日 令和4年12月26日

第1回
東京大学債

第2回
東京大学債

第1回
大阪大学債

第1回
筑波大学債

第1回
東京工業大学債

第1回
東北大学債

第1回
東海国立大学機構債

第1回
北海道大学債

令和5年5月19日 令和6年9月6日


資料 (7年度)





				第1回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウダイガク サイ				第2回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第1回
大阪大学債 ダイ カイ オオサカダイガク サイ				第1回
筑波大学債 ダイ カイ ツクバ ダイガク サイ				第1回
東京工業大学債 ダイ カイ トウキョウ コウギョウ ダイガク サイ				第1回
東北大学債 ダイ カイ トウホク ダイガク サイ				第1回
東海国立大学機構債 ダイ カイ トウカイ コクリツ ダイガク キコウ				第1回
北海道大学債 ダイ カイ ホッカイドウ ダイガク サイ				第3回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第４回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第５回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第６回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ

		認可日 ニンカ ヒ		44074				44532				44672				44742				44833				44921				45065				45541				45625				45811				45811				45811

		発行日 ハッコウビ		44120				44552				44679				44853				44911				44960				45079				45625				45649				45828				45828				45828

		償還日 ショウカン ビ		58519				58883				59247				59247				59247				59247				52384				52930				59981				53133				56783				60346

		年限 ネンゲン		40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				20年 ネン				20年 ネン				40年 ネン				２０年 ネン				３0年 ネン				40年 ネン

		金額 キンガク		200億円 オクエン				100億円 オクエン				300億円 オクエン				200億円 オクエン				300億円 オクエン				100億円 オクエン				100億円 オクエン				33.7億円（50億円の発行予定であったが、３３．７億円の発行となった） オクエン オクエン ハッコウ ヨテイ オクエン ハッコウ				110億円（300億円の発行予定であったが、１１０億円の発行となった) オクエン オクエン ハッコウ ヨテイ オク エン ハッコウ				10億円（第4回から第６回債あわせて１９０億円の発行予定であったが、１７５億円の発行となった） オクエン ダイ カイ ダイ カイ サイ オクエン ハッコウ ヨテイ オク エン ハッコウ				75億円（第4回から第６回債あわせて１９０億円の発行予定であったが、１７５億円の発行となった） オクエン				90億円（第4回から第６回債あわせて１９０億円の発行予定であったが、１７５億円の発行となった） オクエン

		格付け
（発行体） カクヅ ハッコウタイ		AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)

		予定利率 ヨテイ リリツ		0.767%				0.884%				1.037%				1.029%				1.119%				1.449%				1.211%				1.792%				2.549%				2.393%				2.957%				3.473%

		発行利率 ハッコウ リリツ		0.823%				0.853%				1.169%				1.619%				1.800%				1.879%				1.187%				1.942%				2.877%				2.437%				3.128%				3.516%

		発行手数料 ハッコウテスウリョウ		1.4億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				1.4億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				0.5億円（0.5％）				0.26億円（0.5％） オクエン				０．７５億円（0.6％） オクエン				０．０７億円（０．７％） オクエン				０．４４億円（０．６％） オクエン				０．６２億円（０．７％） オクエン

		事業 ジギョウ		東京大学FSI事業				東京大学FSI事業				大阪大学生きがいを育む社会創造事業				筑波大学社会的価値創造事業				キャンパス・イノベーションエコシステム構想2031の実現				グリーン未来を創造するイノベーション・プラットフォーム整備事業 ミライ ソウゾウ セイビジギョウ				知とイノベーションのコモンズ創成事業 チ ソウセイ ジギョウ				北海道大学Excellence and Extension事業 ホッカイドウ ダイガク ジギョウ				UTokyo Compass推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass推進事業 スイシン ジギョウ

		使途
※事業の一部に調達資金を充当予定 シト ジギョウ イチブ チョウタツ シキン ジュウトウヨテイ		ハイパーカミオカンデ		200億円 オクエン		ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞｷｬﾝﾊﾞｽ 		50億円 オクエン		イノベーションコモンズ		60億円 オクエン		ITF. Forum		191億円 オクエン		すずかけ台キャンパス再開発事業		261億円 オクエン		サイエンスパーク整備関連事業 セイビカンレンジギョウ		70億円 オクエン		世界トップ研究者の集う知の梁山泊 セカイ ケンキュウシャ ツド チ		100億円 オクエン		多様な"大志"が結集する共創拠点の整備 タヨウ タイシ ケッシュウ キョウソウキョテン セイビ		６７億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン

				アタカマ天文台		50億円 オクエン		ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ		150億円 オクエン		Well-being拠点		120億円 オクエン		未来社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ棟		26億円 オクエン		教育研究インフラの整備		119億円 オクエン		フラッグシップラボ拠点整備関連事業 キョテン セイビカンレンジギョウ		25億円 オクエン		インクルーシブな人材育成拠点整備 ジンザイ イクセイ キョテン セイビ		30億円 オクエン		サステナビリティ／グリーン社会を目指す教育・研究環境の整備 シャカイ メザ キョウイク ケンキュウカンキョウ セイビ				GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン

				フィジカル工学インフラ		150億円 オクエン		海洋生物研究教育拠点整備　ほか		30億円 オクエン		量子科学研究拠点		120億円 オクエン		SPORT TOMORROW		34億円		最先端大型研究、産学官連携関連の設備の整備		45億円 オクエン		川内コモンズ（仮称）の新営 カワウチ カショウ シンエイ		30億円 オクエン		創薬シーズ開発・育成拠点の整備 ソウヤク カイハツ イクセイ キョテン セイビ		20億円 オクエン		地域と世界の結節点となる拠点の整備 チイキ セカイ ケッセツテン キョテン セイビ				ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン

				老朽施設整備　ほか		70億円 オクエン						スポーツ施設　ほか		150億円 オクエン																		上記に係る設計費・什器の調達費・専門職員の人件費等 ジョウキ カカワ セッケイヒ ジュウキ チョウタツヒ センモン ショクイン ジンケンヒトウ		13億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン

		償還財源 ショウカンザイゲン		全体603億円
・研究支援経費338億円
・寄附金運用益120億円
・財産貸付料77億円
・新たな土地活用68億円				全体932億円
・研究支援経費668億円
・寄附金運用益123億円
・財産貸付料81億円
・新たな土地活用60億円

＊償還財源は第1回と第2回債を合算したもの				全体653億円
・産学連携392億円
・余裕金の運用益128億円
・寄附金運用益108億円				全体430億円
・産学連携305億円
・財産貸付料45億円
・余裕金の運用益37億円
・寄附金運用益28億円
・新たな土地活用16億円				全体1,280億円
・田町土地活用事業1,080億円
・宿舎跡地等土地活用事業69億円
・財産貸付料131億円				全体212億円
・寄附金等運用益41億円
・入構負担金収入64億円
・新たな土地建物活用73億円
・産学連携等に関する経費26億円
・法人債引当特定資産運用益8億円 オク オク カツヨウ オク オク オク				全体188億円
・寄附金等運用益78億円
・財産貸付料36億円
・産学連携等収入40億円
・新設棟からの産学連携等収入15億円
・法人債引当特定資産運用益
19億円 エン エン エン エン エン				全体106.1億円
・寄附金等運用益14.6億円
・財産貸付料31.8億円
・産学連携等収入30.3億円
・共創拠点の新設による財産貸付料収入15.3億円
・法人債引当特定資産運用益
14.3億円 エン エン エン キョウソウ キョテン シンセツ エン エン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第3回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン

		投資家
（銀行・保険・証券・資産運用会社） トウシカ ギンコウ ホケン ショウケン シサン ウンヨウ カイシャ		（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
三井住友DSアセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				朝日生命保険相互会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
メディケア生命保険株式会社				アセットマネジメント One株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社あいちフィナンシャルグループ
アセットマネジメントOne株式会社
株式会社かんぽ生命保険
株式会社十六銀行
住友生命保険相互会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
中部日本放送株式会社
株式会社名古屋銀行
日本生命保険相互会社
株式会社山梨中央銀行				日本生命保険相互会社				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ

		投資家
（その他事業会社） トウシカ タ ジギョウ カイシャ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				シップヘルスケアホールディングス株式会社
ダイキン工業株式会社
日本コルマー株式会社
ピアス株式会社												イシイ株式会社
カンタム情報システム株式会社
株式会社ケディカ
JX 金属株式会社
株式会社バイタルネット
陽光ビルサービス株式会社				アイカ工業株式会社
株式会社青山製作所
株式会社アタックス
尾畑長硝子株式会社
菊水化学工業株式会社
興和 株式会社
ＣＫＤ株式会社
中部日本放送株式会社
名古屋鉄道株式会社
株式会社日東
富士ホイスト工業株式会社
株式会社マキタ
株式会社美鈴工業
ラクオリア創薬株式会社				池下産業株式会社
曲〆髙橋水産株式会社
株式会社ムトウ				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社

		自治体 ジチタイ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				蒲郡市								蒲郡市								安城市
可児市
蒲郡市
北九州市
熊本県
関市
名古屋市
目黒区				熊本県
札幌市				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市

		その他
（上記以外） タ ジョウキ イガイ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				一般財団法人恵済団
一般財団法人阪大微生物病研究会
公益財団法人山田科学振興財団
東京西南私鉄連合健康保険組合				今川医療福祉グループ				JA共済連（全国共済農業協同組合連合会）
滋賀県市町村職員共済組合				医療法人社団菊地胃腸科内科医院
滋賀県市町村職員共済組合
宗教法人瑞巌寺				愛知県市町村職員共済組合
愛知県信用保証協会
医療法人いさな会中京眼科
岡山県市町村職員共済組合
岐阜信用金庫
ぎふ農業協同組合
さいかつ農業協同組合
瀬戸信用金庫
たじま農業協同組合
東京信用保証協会
鳥取県信用保証協会
長野県信用保証協会
名古屋市信用保証協会
公益財団法人服部国際奨学財団
三重県市町村職員共済組合
公益財団法人矢橋謝恩会
山形県市町村職員共済組合				公益財団法人世界人権問題研究センター
たじま農業協同組合
長野県信用保証協会
一般社団法人北海道CGCみどりとこころの基金
公益財団法人北海道消防協会
北海道信用保証協会
北海道農業共済組合
医療法人社団室蘭なかじま皮膚科クリニック
林野庁共済組合				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
岐阜県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人放送文化基金
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ
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資料 (R7機能強化検討会参考資料）





				第1回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウダイガク サイ				第2回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第1回
大阪大学債 ダイ カイ オオサカダイガク サイ				第1回
筑波大学債 ダイ カイ ツクバ ダイガク サイ				第1回
東京工業大学債 ダイ カイ トウキョウ コウギョウ ダイガク サイ				第1回
東北大学債 ダイ カイ トウホク ダイガク サイ				第1回
東海国立大学機構債 ダイ カイ トウカイ コクリツ ダイガク キコウ				第1回
北海道大学債 ダイ カイ ホッカイドウ ダイガク サイ				第3回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第４回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第５回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第６回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ

		認可日 ニンカ ヒ		44074				44532				44672				44742				44833				44921				45065				45541				45625				45811				45811				45811

		発行日 ハッコウビ		44120				44552				44679				44853				44911				44960				45079				45625				45649				45828				45828				45828

		年限 ネンゲン		40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				20年 ネン				20年 ネン				40年 ネン				２０年 ネン				３0年 ネン				40年 ネン

		金額 キンガク		200億円 オクエン				100億円 オクエン				300億円 オクエン				200億円 オクエン				300億円 オクエン				100億円 オクエン				100億円 オクエン				33.7億円 オクエン				110億円 オクエン				10億円 オクエン				75億円 オクエン				90億円 オクエン

		格付け
（発行体） カクヅ ハッコウタイ		AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)

		発行利率 ハッコウ リリツ		0.823%				0.853%				1.169%				1.619%				1.800%				1.879%				1.187%				1.942%				2.877%				2.437%				3.128%				3.516%

		発行手数料 ハッコウテスウリョウ		1.4億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				1.4億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				0.5億円（0.5％）				0.26億円（0.5％） オクエン				0.75億円（0.6％） オクエン				0.07億円（0.7％） オクエン				0.44億円（0.6％） オクエン				0.62億円（0.7％） オクエン

		事業 ジギョウ		東京大学FSI事業				東京大学FSI事業				大阪大学生きがいを育む社会創造事業				筑波大学社会的価値創造事業				キャンパス・イノベーションエコシステム構想2031の実現				グリーン未来を創造するイノベーション・プラットフォーム整備事業 ミライ ソウゾウ セイビジギョウ				知とイノベーションのコモンズ創成事業 チ ソウセイ ジギョウ				北海道大学Excellence and Extension事業 ホッカイドウ ダイガク ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ

		使途
※事業の一部に調達資金を充当予定 シト ジギョウ イチブ チョウタツ シキン ジュウトウヨテイ		ハイパーカミオカンデ		200億円 オクエン		ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞｷｬﾝﾊﾞｽ 		50億円 オクエン		イノベーションコモンズ		60億円 オクエン		ITF. Forum		191億円 オクエン		すずかけ台キャンパス再開発事業		261億円 オクエン		サイエンスパーク整備関連事業 セイビカンレンジギョウ		70億円 オクエン		世界トップ研究者の集う知の梁山泊 セカイ ケンキュウシャ ツド チ		100億円 オクエン		多様な"大志"が結集する共創拠点の整備 タヨウ タイシ ケッシュウ キョウソウキョテン セイビ		67億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン

				アタカマ天文台		50億円 オクエン		ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ		150億円 オクエン		Well-being拠点		120億円 オクエン		未来社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ棟		26億円 オクエン		教育研究インフラの整備		119億円 オクエン		フラッグシップラボ拠点整備関連事業 キョテン セイビカンレンジギョウ		25億円 オクエン		インクルーシブな人材育成拠点整備 ジンザイ イクセイ キョテン セイビ		30億円 オクエン		サステナビリティ／グリーン社会を目指す教育・研究環境の整備 シャカイ メザ キョウイク ケンキュウカンキョウ セイビ				GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン		GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン

				フィジカル工学インフラ		150億円 オクエン		海洋生物研究教育拠点整備　ほか		30億円 オクエン		量子科学研究拠点		120億円 オクエン		SPORT TOMORROW		34億円		最先端大型研究、産学官連携関連の設備の整備		45億円 オクエン		川内コモンズ（仮称）の新営 カワウチ カショウ シンエイ		30億円 オクエン		創薬シーズ開発・育成拠点の整備 ソウヤク カイハツ イクセイ キョテン セイビ		20億円 オクエン		地域と世界の結節点となる拠点の整備 チイキ セカイ ケッセツテン キョテン セイビ				ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン		ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン

				老朽施設整備　ほか		70億円 オクエン						スポーツ施設　ほか		150億円 オクエン																		上記に係る設計費・什器の調達費・専門職員の人件費等 ジョウキ カカワ セッケイヒ ジュウキ チョウタツヒ センモン ショクイン ジンケンヒトウ		13億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン

		償還財源 ショウカンザイゲン		全体603億円
・研究支援経費338億円
・寄附金運用益120億円
・財産貸付料77億円
・新たな土地活用68億円				全体932億円
・研究支援経費668億円
・寄附金運用益123億円
・財産貸付料81億円
・新たな土地活用60億円

＊償還財源は第1回と第2回債を合算したもの				全体653億円
・産学連携392億円
・余裕金の運用益128億円
・寄附金運用益108億円				全体430億円
・産学連携305億円
・財産貸付料45億円
・余裕金の運用益37億円
・寄附金運用益28億円
・新たな土地活用16億円				全体1,280億円
・田町土地活用事業1,080億円
・宿舎跡地等土地活用事業69億円
・財産貸付料131億円				全体212億円
・寄附金等運用益41億円
・入構負担金収入64億円
・新たな土地建物活用73億円
・産学連携等に関する経費26億円
・法人債引当特定資産運用益8億円 オク オク カツヨウ オク オク オク				全体188億円
・寄附金等運用益78億円
・財産貸付料36億円
・産学連携等収入40億円
・新設棟からの産学連携等収入15億円
・法人債引当特定資産運用益
19億円 エン エン エン エン エン				全体106.1億円
・寄附金等運用益14.6億円
・財産貸付料31.8億円
・産学連携等収入30.3億円
・共創拠点の新設による財産貸付料収入15.3億円
・法人債引当特定資産運用益
14.3億円 エン エン エン キョウソウ キョテン シンセツ エン エン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第3回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第６回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン

		投資家
（銀行・保険・証券・資産運用会社） トウシカ ギンコウ ホケン ショウケン シサン ウンヨウ カイシャ		（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
三井住友DSアセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				朝日生命保険相互会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
メディケア生命保険株式会社				アセットマネジメント One株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社あいちフィナンシャルグループ
アセットマネジメントOne株式会社
株式会社かんぽ生命保険
株式会社十六銀行
住友生命保険相互会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
中部日本放送株式会社
株式会社名古屋銀行
日本生命保険相互会社
株式会社山梨中央銀行				日本生命保険相互会社				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ				（第1回乃至第6回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
アフラック生命保険株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア セイメイ ホケン カブシキ カイシャ

		投資家
（その他事業会社） トウシカ タ ジギョウ カイシャ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				シップヘルスケアホールディングス株式会社
ダイキン工業株式会社
日本コルマー株式会社
ピアス株式会社												イシイ株式会社
カンタム情報システム株式会社
株式会社ケディカ
JX 金属株式会社
株式会社バイタルネット
陽光ビルサービス株式会社				アイカ工業株式会社
株式会社青山製作所
株式会社アタックス
尾畑長硝子株式会社
菊水化学工業株式会社
興和 株式会社
ＣＫＤ株式会社
中部日本放送株式会社
名古屋鉄道株式会社
株式会社日東
富士ホイスト工業株式会社
株式会社マキタ
株式会社美鈴工業
ラクオリア創薬株式会社				池下産業株式会社
曲〆髙橋水産株式会社
株式会社ムトウ				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社

		自治体 ジチタイ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				蒲郡市								蒲郡市								安城市
可児市
蒲郡市
北九州市
熊本県
関市
名古屋市
目黒区				熊本県
札幌市				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市

		その他
（上記以外） タ ジョウキ イガイ		（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				一般財団法人恵済団
一般財団法人阪大微生物病研究会
公益財団法人山田科学振興財団
東京西南私鉄連合健康保険組合				今川医療福祉グループ				JA共済連（全国共済農業協同組合連合会）
滋賀県市町村職員共済組合				医療法人社団菊地胃腸科内科医院
滋賀県市町村職員共済組合
宗教法人瑞巌寺				愛知県市町村職員共済組合
愛知県信用保証協会
医療法人いさな会中京眼科
岡山県市町村職員共済組合
岐阜信用金庫
ぎふ農業協同組合
さいかつ農業協同組合
瀬戸信用金庫
たじま農業協同組合
東京信用保証協会
鳥取県信用保証協会
長野県信用保証協会
名古屋市信用保証協会
公益財団法人服部国際奨学財団
三重県市町村職員共済組合
公益財団法人矢橋謝恩会
山形県市町村職員共済組合				公益財団法人世界人権問題研究センター
たじま農業協同組合
長野県信用保証協会
一般社団法人北海道CGCみどりとこころの基金
公益財団法人北海道消防協会
北海道信用保証協会
北海道農業共済組合
医療法人社団室蘭なかじま皮膚科クリニック
林野庁共済組合				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
岐阜県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人放送文化基金
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ				（第1回乃至第６回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
公益財団法人岩手県林業労働対策基金
岐阜県農業共済組合
滋賀県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
たじま農業協同組合
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
長野県信用保証協会
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人犯罪被害救済基金
公益財団法人放送文化基金
防衛省共済組合
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団 コウエキ ザイダンホウジン イワテケン リンギョウ ロウドウ タイサク キキン シガケン ノウギョウ キョウサイ クミアイ ノウギョウ キョウドウ クミアイ ナガノ ケン シンヨウ ホショウ キョウカイ コウエキ ザイダンホウジン ハンザイ ヒガイ キュウサイ キキン ボウエイショウ キョウサイ クミアイ



&"BIZ UDゴシック,標準"&20大学債の発行一覧（令和7年3月時点）		




r資料 (R7機能強化検討会参考資料）





				第1回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウダイガク サイ				第2回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第1回
大阪大学債 ダイ カイ オオサカダイガク サイ				第1回
筑波大学債 ダイ カイ ツクバ ダイガク サイ				第1回
東京工業大学債 ダイ カイ トウキョウ コウギョウ ダイガク サイ				第1回
東北大学債 ダイ カイ トウホク ダイガク サイ				第1回
東海国立大学機構債 ダイ カイ トウカイ コクリツ ダイガク キコウ				第1回
北海道大学債 ダイ カイ ホッカイドウ ダイガク サイ				第3回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第４回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第５回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第６回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ

		認可日 ニンカ ヒ		44074				44532				44672				44742				44833				44921				45065				45541				45625				45811				45811				45811

		発行日 ハッコウビ		44120				44552				44679				44853				44911				44960				45079				45625				45649				45828				45828				45828

		年限 ネンゲン		40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				20年 ネン				20年 ネン				40年 ネン				２０年 ネン				３0年 ネン				40年 ネン

		金額 キンガク		200億円 オクエン				100億円 オクエン				300億円 オクエン				200億円 オクエン				300億円 オクエン				100億円 オクエン				100億円 オクエン				33.7億円 オクエン				110億円 オクエン				10億円 オクエン				75億円 オクエン				90億円 オクエン

		格付け
（発行体） カクヅ ハッコウタイ		AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)

		発行利率 ハッコウ リリツ		0.823%				0.853%				1.169%				1.619%				1.800%				1.879%				1.187%				1.942%				2.877%				2.437%				3.128%				3.516%

		発行手数料 ハッコウテスウリョウ		1.4億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				1.4億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				0.5億円（0.5％）				0.26億円（0.5％） オクエン				０．７５億円（0.6％） オクエン				０．０７億円（０．７％） オクエン				０．４４億円（０．６％） オクエン				０．６２億円（０．７％） オクエン

		事業 ジギョウ		東京大学FSI事業				東京大学FSI事業				大阪大学生きがいを育む社会創造事業				筑波大学社会的価値創造事業				キャンパス・イノベーションエコシステム構想2031の実現				グリーン未来を創造するイノベーション・プラットフォーム整備事業 ミライ ソウゾウ セイビジギョウ				知とイノベーションのコモンズ創成事業 チ ソウセイ ジギョウ				北海道大学Excellence and Extension事業 ホッカイドウ ダイガク ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ				UTokyo Compass
推進事業 スイシン ジギョウ



&"BIZ UDゴシック,標準"&20大学債の発行一覧（令和7年3月時点）		




資料





				第1回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウダイガク サイ				第2回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ				第1回
大阪大学債 ダイ カイ オオサカダイガク サイ				第1回
筑波大学債 ダイ カイ ツクバ ダイガク サイ				第1回
東京工業大学債 ダイ カイ トウキョウ コウギョウ ダイガク サイ				第1回
東北大学債 ダイ カイ トウホク ダイガク サイ				第1回
東海国立大学機構債 ダイ カイ トウカイ コクリツ ダイガク キコウ				第1回
北海道大学債 ダイ カイ ホッカイドウ ダイガク サイ				第3回
東京大学債 ダイ カイ トウキョウ ダイガク サイ

		認可日 ニンカ ヒ		44074				44532				44672				44742				44833				44921				45065				45541				45625

		発行日 ハッコウビ		44120				44552				44679				44853				44911				44960				45079				45625				45649

		償還日 ショウカン ビ		58519				58883				59247				59247				59247				59247				52384				52930				59981

		年限 ネンゲン		40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				40年 ネン				20年 ネン				20年 ネン				40年 ネン

		金額 キンガク		200億円 オクエン				100億円 オクエン				300億円 オクエン				200億円 オクエン				300億円 オクエン				100億円 オクエン				100億円 オクエン				33.7億円（50億円の発行予定であったが、需要不足により当該額での発行となった） オクエン オクエン ハッコウ ヨテイ ジュヨウ フソク トウガイガク ハッコウ				110億円（300億円の発行予定であったが、需要不足により当該額での発行となった) オクエン オクエン ハッコウ ヨテイ ジュヨウ フソク トウガイ ガク ハッコウ

		格付け
（発行体） カクヅ ハッコウタイ		AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)				AA＋（R&I)
AAA（JCR)

		予定利率 ヨテイ リリツ		0.767%				0.884%				1.037%				1.029%				1.119%				1.449%				1.211%				1.792%				2.549%

		発行利率 ハッコウ リリツ		0.823%				0.853%				1.169%				1.619%				1.800%				1.879%				1.187%				1.942%				2.877%

		発行手数料 ハッコウテスウリョウ		1.4億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				1.4億円（0.7％）				2.0億円（0.7％）				0.7億円（0.7％）				0.5億円（0.5％）				0.26億円（0.52％） オクエン				1.8億円（0.6％） オクエン

		事業 ジギョウ		東京大学FSI事業				東京大学FSI事業				大阪大学生きがいを育む社会創造事業				筑波大学社会的価値創造事業				キャンパス・イノベーションエコシステム構想2031の実現				グリーン未来を創造するイノベーション・プラットフォーム整備事業 ミライ ソウゾウ セイビジギョウ				知とイノベーションのコモンズ創成事業 チ ソウセイ ジギョウ				北海道大学Excellence and Extension事業 ホッカイドウ ダイガク ジギョウ				UTokyo Kompass推進事業 スイシン ジギョウ

		使途
※事業の一部に調達資金を充当予定 シト ジギョウ イチブ チョウタツ シキン ジュウトウヨテイ		ハイパーカミオカンデ		200億円 オクエン		ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞｷｬﾝﾊﾞｽ 		50億円 オクエン		イノベーションコモンズ		60億円 オクエン		ITF. Forum		191億円 オクエン		すずかけ台キャンパス再開発事業		261億円 オクエン		サイエンスパーク整備関連事業 セイビカンレンジギョウ		70億円 オクエン		世界トップ研究者の集う知の梁山泊 セカイ ケンキュウシャ ツド チ		100億円 オクエン		多様な"大志"が結集する共創拠点の整備 タヨウ タイシ ケッシュウ キョウソウキョテン セイビ		６７億円 オクエン		卓越した学知の構築
（ハイパーカミオカンデ計画の推進） タクエツ ガクチ コウチク ケイカク スイシン		776億円 オクエン

				アタカマ天文台		50億円 オクエン		ｸﾞﾘｰﾝﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ		150億円 オクエン		Well-being拠点		120億円 オクエン		未来社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ棟		26億円 オクエン		教育研究インフラの整備		119億円 オクエン		フラッグシップラボ拠点整備関連事業 キョテン セイビカンレンジギョウ		25億円 オクエン		インクルーシブな人材育成拠点整備 ジンザイ イクセイ キョテン セイビ		30億円 オクエン		サステナビリティ／グリーン社会を目指す教育・研究環境の整備 シャカイ メザ キョウイク ケンキュウカンキョウ セイビ				GX・DXの推進
（次世代型空間・情報インフラ構築） スイシン ジセダイ ガタ クウカン ジョウホウ コウチク		95億円 オクエン

				フィジカル工学インフラ		150億円 オクエン		海洋生物研究教育拠点整備　ほか		30億円 オクエン		量子科学研究拠点		120億円 オクエン		SPORT TOMORROW		34億円		最先端大型研究、産学官連携関連の設備の整備		45億円 オクエン		川内コモンズ（仮称）の新営 カワウチ カショウ シンエイ		30億円 オクエン		創薬シーズ開発・育成拠点の整備 ソウヤク カイハツ イクセイ キョテン セイビ		20億円 オクエン		地域と世界の結節点となる拠点の整備 チイキ セカイ ケッセツテン キョテン セイビ				ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
（D＆I棟の整備） スイシン トウ セイビ		90億円 オクエン

				老朽施設整備　ほか		70億円 オクエン						スポーツ施設　ほか		150億円 オクエン																		上記に係る設計費・什器の調達費・専門職員の人件費等 ジョウキ カカワ セッケイヒ ジュウキ チョウタツヒ センモン ショクイン ジンケンヒトウ		13億円 オクエン		教育研究に専念できる環境の整備
（教育研究基盤の強化） キョウイク ケンキュウ センネン カンキョウ セイビ キョウイク ケンキュウ キバン キョウカ		69億円 オクエン

		償還財源 ショウカンザイゲン		全体603億円
・研究支援経費338億円
・寄附金運用益120億円
・財産貸付料77億円
・新たな土地活用68億円				全体932億円
・研究支援経費668億円
・寄附金運用益123億円
・財産貸付料81億円
・新たな土地活用60億円

＊償還財源は第1回と第2回債を合算したもの				全体653億円
・産学連携392億円
・余裕金の運用益128億円
・寄附金運用益108億円				全体430億円
・産学連携305億円
・財産貸付料45億円
・余裕金の運用益37億円
・寄附金運用益28億円
・新たな土地活用16億円				全体1,280億円
・田町土地活用事業1,080億円
・宿舎跡地等土地活用事業69億円
・財産貸付料131億円				全体212億円
・寄附金等運用益41億円
・入構負担金収入64億円
・新たな土地建物活用73億円
・産学連携等に関する経費26億円
・法人債引当特定資産運用益8億円 オク オク カツヨウ オク オク オク				全体188億円
・寄附金等運用益78億円
・財産貸付料36億円
・産学連携等収入40億円
・新設棟からの産学連携等収入15億円
・法人債引当特定資産運用益
19億円 エン エン エン エン エン				全体106.1億円
・寄附金等運用益14.6億円
・財産貸付料31.8億円
・産学連携等収入30.3億円
・共創拠点の新設による財産貸付料収入15.3億円
・法人債引当特定資産運用益
14.3億円 エン エン エン キョウソウ キョテン シンセツ エン エン				全体3235億円
・寄附金運用益1571億円
・研究支援経費1270億
・財産貸付料342億
・土地活用53億

＊額は第1回から第3回債の償還財源を合算したもの エン ガク ダイ カイ ダイ カイサイ ガッサン

		投資家
（銀行・保険・証券・資産運用会社） トウシカ ギンコウ ホケン ショウケン シサン ウンヨウ カイシャ		（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
住友林業株式会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
住友林業株式会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア				朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
三井住友DSアセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				朝日生命保険相互会社
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
ソニー生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
メディケア生命保険株式会社				アセットマネジメント One株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
第一生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社				株式会社あいちフィナンシャルグループ
アセットマネジメントOne株式会社
株式会社かんぽ生命保険
株式会社十六銀行
住友生命保険相互会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
中部日本放送株式会社
株式会社名古屋銀行
日本生命保険相互会社
株式会社山梨中央銀行				日本生命保険相互会社				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日生命保険相互会社
アセットマネジメントOne株式会社
SBI生命保険株式会社
株式会社かんぽ生命保険
住友生命保険相互会社
住友林業株式会社
セゾン自動車火災保険株式会社
ソニー生命保険株式会社
SOMPOひまわり生命保険株式会社
第一生命保険株式会社
大樹生命保険株式会社
大同生命保険株式会社
太陽生命保険株式会社
株式会社大和証券グループ本社
東京海上アセットマネジメント株式会社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社
ニッセイアセットマネジメント株式会社
日本生命保険相互会社
プルデンシャル生命保険株式会社
三井住友海上あいおい生命保険株式会社
株式会社三井住友銀行
三井住友DS アセットマネジメント株式会社
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
明治安田アセットマネジメント株式会社
メディケア生命保険株式会社 ダイ カイ ナイシ ダイ カイ ア

		投資家
（その他事業会社） トウシカ タ ジギョウ カイシャ		（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社				シップヘルスケアホールディングス株式会社
ダイキン工業株式会社
日本コルマー株式会社
ピアス株式会社												イシイ株式会社
カンタム情報システム株式会社
株式会社ケディカ
JX 金属株式会社
株式会社バイタルネット
陽光ビルサービス株式会社				アイカ工業株式会社
株式会社青山製作所
株式会社アタックス
尾畑長硝子株式会社
菊水化学工業株式会社
興和 株式会社
ＣＫＤ株式会社
中部日本放送株式会社
名古屋鉄道株式会社
株式会社日東
富士ホイスト工業株式会社
株式会社マキタ
株式会社美鈴工業
ラクオリア創薬株式会社				池下産業株式会社
曲〆髙橋水産株式会社
株式会社ムトウ				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
朝日紙業株式会社
JSR株式会社
JX金属株式会社
株式会社シノテスト
住友林業株式会社
大栄鋼業株式会社
ダイキン工業株式会社
株式会社竹内調剤薬局
東洋アルミニウム株式会社
日本電気株式会社
日本ペイントホールディングス株式会社
山口重工業株式会社
吉本興業ホールディングス株式会社

		自治体 ジチタイ		（第1回乃至第3回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市				蒲郡市								蒲郡市								安城市
可児市
蒲郡市
北九州市
熊本県
関市
名古屋市
目黒区				熊本県
札幌市				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
蒲郡市
新富町
飛騨市

		その他
（上記以外） タ ジョウキ イガイ		（第1回乃至第3回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
岐阜県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人放送文化基金
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
岐阜県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人放送文化基金
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団				一般財団法人恵済団
一般財団法人阪大微生物病研究会
公益財団法人山田科学振興財団
東京西南私鉄連合健康保険組合				今川医療福祉グループ				JA共済連（全国共済農業協同組合連合会）
滋賀県市町村職員共済組合				医療法人社団菊地胃腸科内科医院
滋賀県市町村職員共済組合
宗教法人瑞巌寺				愛知県市町村職員共済組合
愛知県信用保証協会
医療法人いさな会中京眼科
岡山県市町村職員共済組合
岐阜信用金庫
ぎふ農業協同組合
さいかつ農業協同組合
瀬戸信用金庫
たじま農業協同組合
東京信用保証協会
鳥取県信用保証協会
長野県信用保証協会
名古屋市信用保証協会
公益財団法人服部国際奨学財団
三重県市町村職員共済組合
公益財団法人矢橋謝恩会
山形県市町村職員共済組合				公益財団法人世界人権問題研究センター
たじま農業協同組合
長野県信用保証協会
一般社団法人北海道CGCみどりとこころの基金
公益財団法人北海道消防協会
北海道信用保証協会
北海道農業共済組合
医療法人社団室蘭なかじま皮膚科クリニック
林野庁共済組合				（第1回乃至第3回を合わせたもの）
医療法人蒼会
学校法人市川学園
公益財団法人井上科学振興財団
岐阜県農業共済組合
静岡県市町村職員共済組合
島根県市町村職員共済組合
一般財団法人住宅改良開発公社
学校法人上智学院
生活協同組合全国都市職員災害共済会
全国漁業信用基金協会
学校法人田中千代学園
東京西南私鉄連合健康保険組合
宗教法人徳雲院
新潟大栄信用組合
西美濃農業協同組合
公益社団法人日本食肉協議会
学校法人日本女子大学
公益財団法人放送文化基金
公益財団法人北海道在京学生後援会
北海道市町村職員退職手当組合
学校法人明治学院
公益財団法人山田科学振興財団



&"BIZ UDゴシック,標準"&20大学債の発行一覧（令和7年3月時点）		






近年、国立大学法人等が、保有する研究成果や教育研究施設等の資源を社会に還元するとともに、自ら投資を呼び込み、成長し続け
る経営モデルを実現するための規制緩和として、出資の範囲を拡大している。（< >囲いは対象事業者への出資が可能となった年）

37＜平成16年・国立大学法人発足時＞(TLO法の公布は平成10年)

＜令和４年・法律改正により新設
＞

指定国立大学法人

 大学の技術に関する研究成果の提供を受けて、商品やサービスを開発・提供する
大学発ベンチャー

５. 指定国立大学研究成果活用事業者

○○大学株式会社
研究の成果

提供

出資

災害時に作業する移動ロボットの販売

その他事業者等

移動ロボット
の開発

【対象：全ての国立大学法人等】

２. 特定大学技術移転事業者（承認ＴＬＯ）

国立大学法人等
（産連本部・知財本部）

民間事業者等

大学・研究者
等による出資に

基づき設立
研究成果の提供

技術移転先の探索
特許権等の実施許諾実施料収

入

承認ＴＬＯ
（特定大学技術移転事業者）

収入の
還元

＜令和４年・法律改正により拡大＞４. 研究成果活用事業者
 大学の研究成果を活用したコンサルティング、研修・講習等を実施する事業者
国立大学法人等 ○○大学株式会社

研究の成果
出資

提供
データサイエンススクール（研修・講習）

社会人

【対象：全ての国立大学法人等】

【対象：指定国立大学法人】
＜令和４年・法律改正により新設
＞

 大学が保有する教育研究施設等の資源を社会に還元するため、教育研究施設
等の管理と他の研究機関等による利用を促進する事業を行う事業者

【対象：全ての国立大学法人等】６. 教育研究施設管理等事業者

 大学における技術に関する研究成果を特許権の実施許諾等により民間事業者
に移転する事業者

国立大学法人等
利用 大学

研究機関
研究者等

研究設備のメンテナンス、技術補佐員による利用サポート

○○大学株式会社
委託

出資

保有
共同利用

設備

＜令和４年・VC等認定指針・出資認可基準改正＞ (産業競争力強化法の公布は平成25年)
３. 特定研究成果活用支援事業者 【対象：全ての国立大学法人等】

 大学発ベンチャーに投資・支援等を行う認定ＶＣ・ファンド

出資

投資・支援等

誘発された民間投融資（呼び水）

認定大学ＶＣ
（特定研究成果活用支援事業を実施する法人）

出資

国立大学法人等
発ベンチャー

国立大学法人等

民間企業（金融機関・ＶＣ等）

ＧＰ出資・運営
認定ファンド

（投資事業有限責任組合）

【対象：全ての国立大学法人等】

 大学が民間事業者との共同・委託研究の形で行う、大学の技術に関する研究
の成果を実用化するために必要な研究等を企画・あっせんする事業者

１. 成果活用促進事業者 ＜令和３年・政令改正＞

 民間事業者との共同・委託研究の形で、大学の技術に関する研究の成果を
実用化するために必要な研究を行う事業者

（例：大学が創出したシーズを元に企業等と共同研究を行う研究所）

国立大学法人等
出資対象法人

成果実用化事業者
（民間事業者等）

研究の成果 共同研究

出資

提供

提供

実施 実施

委託受託研究
研究の成果

（例：大学の有するシーズと企業のニーズをマッチングするＯＩ機構）

国立大学法人等

研究の成果

受託研究
研究の成果

共同研究

出資
出資対象法人

成果実用化事業者
（民間事業者等）実施実施

企画・あっせん

企画・あっせん

委託

提供

国立大学法人等による出資の範囲
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 様々な事業者への出資が可能となった結果、出資先件数は累計51件。
 特定研究成果活用支援事業者（VC・ファンド）への出資認可が18件と最多。
 全体のうち約7割（38件）をAグループ（大規模）が占めている。

国立大学の出資先件数（内訳）
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教育研究施設管理等事業者

指定国立大学研究成果活用事業者

研究成果活用事業者

（コンサル ・研修）

特定研究成果活用支援事業者

（VC・ファンド）

TLO

成果活用促進事業者

Aグループ（大規模） Bグループ（理学生＞W文） Cグループ（文学生＞W理）
Dグループ（医のみ） Eグループ（教のみ） Fグループ（院のみ）
Gグループ（病有複学） Hグループ（病無複学） Iグループ（共同利用機関）

（2025年6月時点）



○ 国立大学法人等については、資力は弱いが有望な大学発ベンチャーに対する育成支援を行うことが
できるよう、科学技術・イノベーションの活性化に関する法律に基づき、特に必要と認める場合には当該
支援を無償等とし得ること、また、その際において株式や新株予約権を取得・保有することができる。こ
れにより、大学発ベンチャーは、当面の事業活動に必要な現金を確保しつつ、大学からの必要なサービ
スを受けることで事業の発展に取り組みやすくなり、研究成果の社会実装の進展が期待されている。

○ 国立大学法人における新株予約権の取得・保有状況については、取得・保有している法人数が増
加傾向にあるとともに、各法人における保有件数も増加傾向にある。

R元 R2 R3 R4 R5
東京大学 18 29 37 44 48
大阪大学 6 7 11 12 17
東海国立大学機構 10 11 13 12 15
京都大学 3 3 5 5 5
九州大学 3 7 7 4 5
筑波大学 2 2 2 3 3
東北大学 1 1 1 2 2
東京医科歯科大学 0 0 1 2 2
東京工業大学 1 1 1 2 1

出典：各年度の財務諸表の有価証券の明細より文部科学省が作成。

（参考）新株予約権の保有件数

国立大学法人等における新株予約権の取得・保有の現状
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２ー４. 授業料等

40



文部科学省令（国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（平成16年３月31日文部科学省令第16号）において
「標準額」を規定（省令第２条）。留学生及び海外分校における授業料等については、標準額に関わらず、外国人留学
生の受入環境の整備や現地の他の大学の授業料などの事情を考慮して設定可能（R６年度から）。

国立大学の授業料等「標準額」

「標準額」から上回る授業料等を設定している大学
省令第10条に基づき、各大学は「標準額」の120％を上限に、その範囲内で学則等においてそれぞれ授業料を設定。

なお、下限は設定していない。

【令和７年度標準額】
・授業料： 学部・大学院 年額 535,800 円

：法科大学院 年額 804,000 円

【令和７年度以降の各大学の授業料等の設定状況】
（１）授業料：
・特定の研究科等において標準額を上回る額を設定する大学 ２大学

○東北大学 大学院経済学研究科 会計専門職専攻（専門職学位課程） 589,300 円
○一橋大学 大学院経営管理研究科 642,960 円

・標準額を上回る額を設定する大学 ７大学 ※対象の入学者は学士課程（政策研究大学院大学を除く）
○東京科学大学 ◆理工学系((旧)東京工業大学)（令和元年4 月以降入学者～） 635,400 円（平成30 年9 月公表）

◆医歯学系((旧)東京医科歯科大学)（令和2 年4 月以降入学者～） 642,960 円（令和元年11 月公表）
○東京芸術大学（令和元年4 月以降入学者～） 642,960 円（平成30 年10 月公表）
○千葉大学（令和2 年4 月以降入学者～） 642,960 円（令和元年6 月公表）
○一橋大学（令和2 年4 月以降入学者～） 642,960 円（令和元年9 月公表）
○政策研究大学院大学（令和4 年4 月以降入学者（大学院の過程）～） 642,960 円（令和3 年6 月公表）
○東京農工大学（令和6 年4 月以降入学者～） 642,960 円（令和5 年10 月公表）
○東京大学（令和7 年4 月以降入学者～） 642,960 円（令和6 年9 月公表）

（２）入学料：標準額を上回る額を設定する大学 １大学
○東京芸術大学 学士課程・大学院の課程 338,400 円

・入学料： 学部・大学院 282,000 円
・検定料： 学部 17,000 円

：大学院 30,000 円

運営費交付金と「標準額」の関係
国立大学法人運営費交付金の算定には「標準額」を使用することとし、授業料等の改定（値上げ）は運営費交付金に

影響しない仕組み。

 学生の経済状況に左右されない進学機会を提供しつつ、各大学が独自の工夫により学生の教育の充実を図ることができるようにする
観点から、法人化時、授業料の標準額を定めた上で、その110％（※）を上限に各大学が授業料を定めることを可能とした。

 令和7年6月現在、「標準額」を上回る授業料を設定している大学は7大学。 ※H19年度に上限を120%に引上げ

国立大学の授業料の仕組み
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国私立大学の授業料等の推移

年度 国立大学 私立大学
授業料 入学料 授業料 入学料

円 円 円 円
昭和 50 36,000 50,000 182,677 95,584 

51 96,000 ↓ 221,844 121,888 
52 ↓ 60,000 248,066 135,205 
53 144,000 ↓ 286,568 157,019 
54 ↓ 80,000 325,198 175,999 
55 180,000 ↓ 355,156 190,113 
56 ↓ 100,000 380,253 201,611 
57 216,000 ↓ 406,261 212,650 
58 ↓ 120,000 433,200 219,428 
59 252,000 ↓ 451,722 225,820 
60 ↓ ↓ 475,325 235,769 
61 ↓ 150,000 497,826 241,275 
62 300,000 ↓ 517,395 245,263 
63 ↓ 180,000 539,591 251,124 

平成 元 339,600 185,400 570,584 256,600 
2 ↓ 206,000 615,486 266,603 
3 375,600 ↓ 641,608 271,151 
4 ↓ 230,000 668,460 271,948 
5 411,600 ↓ 688,046 275,824 
6 ↓ 260,000 708,847 280,892 
7 447,600 ↓ 728,365 282,574 
8 ↓ 270,000 744,733 287,581 
9 469,200 ↓ 757,158 288,471 

10 ↓ 275,000 770,024 290,799 
11 478,800 ↓ 783,298 290,815 
12 ↓ 277,000 789,659 290,691 
13 496,800 ↓ 799,973 286,528 
14 ↓ 282,000 804,367 284,828 
15 520,800 ↓ 807,413 283,306 

 国立大学の授業料標準額の改訂は平成17年度が直近。

16 520,800 282,000 817,952 279,794 
17 535,800 ↓ 830,583 280,033 
18 ↓ ↓ 836,297 277,262 
19 ↓ ↓ 834,751 273,564 
20 ↓ ↓ 848,178 273,602 
21 ↓ ↓ 851,621 272,169 
22 ↓ ↓ 858,265 268,924 
23 ↓ ↓ 857,763 269,481 
24 ↓ ↓ 859,367 267,608 
25 ↓ ↓ 860,266 264,417 
26 ↓ ↓ 864,384 261,089 
27 ↓ ↓ 868,447 256,069 
28 ↓ ↓ 877,735 253,461 
29 ↓ ↓ 900,093 252,030 
30 ↓ ↓ 904,146 249,985 

令和 元 ↓ ↓ 911,716 248,813 
2 ↓ ↓ 927,705 247,052 
3 ↓ ↓ 930,943 245,951 
4 ↓ ↓ – –
5 ↓ ↓ 959,205 240,806 

年度 国立大学 私立大学
授業料 入学料 授業料 入学料

円 円 円 円

（注）①年度は入学年度である。
②国立大学の平成16年度以降の額は国が示す標準額である。
③私立大学の額は平均である。
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３. 人事給与マネジメント改革
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二
〇
〇
一
年

二
〇
〇
四
年

二
〇
一
四
年

第1期 2004~ 第2期 2010~

活力に富み国際競争力のある
国公私立大学づくりの一環として

２．国立大学に民間的発想の経営手法を
導入する。
○ 大学役員や経営組織に外部の専門

家を登用
○ 経営責任の明確化により機動的・戦

略的に大学を運営
○ 能力主義・業績主義に立った新しい
人事システムを導入

○ 国立大学の機能の一部を分離・独立
（独立採算性）を導入

第3期 2016~

自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築
１．社会の変化に対応できる教育研究組織づくり
２．国際水準の教育研究の展開、積極的な留学生支援
３．大学発ベンチャー支援、理工系人材の戦略的育成
４．人事・給与システムの弾力化
５．ガバナンス機能の強化

二
○
一
三
年

二
〇
一
五
年

達成2015年度末までに年俸制
適用者 １万人目標

国立大学法人等人事給与マネジメント改革の流れ

二
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年
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学
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）
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年
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ン
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組
と
留
意
点

国
立
大
学
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力
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す
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留
意
点
（
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人
事
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与
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ン
ト
改
革
に

関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
追
補
版
）

２．自己変革・新陳代謝の推進
（１）機能強化のための組織再編、大学間・

専門分野間での連携・連合等の促進
（２）学長裁量経費によるマネジメント改革
（３）意欲と能力のある教員がより高いパ

フォーマンスを発揮する環境の整備
（４）経営を担う人材、経営を支える人材の

育成確保

第4期 2022~

更なる
改革の
促進
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業績評価、処遇への反映 年俸制の見直し クロスアポイントメント制度の活用

人事給与マネジメント改革ガイドライン

 中長期的に目指すべき理想の
年代構成や職位構成に関する
目標の設定

 持続可能な「中長期的な人事
計画」の策定及び運用

 教員の意欲や能力を引き出すこと
を目的とした業績評価と、その評価
結果を適切に処遇へ反映した制
度設計

 硬直的な給与度からの抜本的転
換を図り、厳格な業績評価に基づ
く柔軟な給与制の実現

 優秀な人材が組織の壁を越えて活躍することが可能
となり、技術の橋渡し機能が強化

国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（概要）

 組織全体で若手研究者のポス
トの確保と、若手の育成・活躍
促進を後押しし、持続可能な研
究体制を構築

 人材の多様性の確保

全学的な人事マネジメントシステムの構築 雇用財源に外部資金を活用

 競争的研究費、共同研究費、寄附金といった多様な外部資金を人件費に
充当し、捻出された学内財源を若手ポスト増設や研究支援体制の整備など
に充てる取組

テニュアトラック制
の活用

 将来への安定的なキャリアパ
スの可能性を明示することで
高い研究成果を期待

教育研究力の向上に資する魅力ある人事給与マネジメントの構築へ
若手教員が安定的に研究に専念できる雇用と教育研究環境の確保 年齢・職位のバランスを考慮した雇用計画とキャリアパスの構築等

外国人の雇用促進と国際化の推進 優秀な外国人人材の獲得、海外で学位を取得した日本人の雇用、サバティカルの制度化等

女性教員の雇用促進 女性教員数の目標設定、ライフイベントに応じた制度設計や学内託児所等の支援体制の充実等

流動性の向上 優秀で多様かつ最適な人材の育成・確保につながる頭脳の好循環を実現する流動性の在り方の検証等

教員のインセンティブの向上 外部資金の獲得を処遇に反映するとともに若手ポスト確保や全学の研究支援体制強化

○各国立大学が取り組む人事給与マネジメント改革をさらに進める上での基本的な考え方や検討すべきポイント、参考事例を
掲載したガイドラインを平成31年2月25日にガイドラインを策定した。

○さらに、令和3年12月21日には、教員の意欲を向上させるとともに多様で優秀な人材を確保することにもつながる様々な取組
の具体的な取組事例を掲載したガイドライン（追補版）を策定した。
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テニュアトラック制の活用

導入状況

テニュアトラック制とは、優秀な教員・研究者が、一定の期間任期付きという競争的環境を経て、公正で透明性の高い審査を合格することで、任期のない安定的な職（テ
ニュア）を得ることができるようにする制度である。特に若手の教員や研究者にとっては、任期付きの雇用形態でありつつ将来への安定的なキャリアパスが可能性として明示され
るほか、あわせて多くの場合に充実した研究環境が提供されることで、意欲をもって経験を積み研究に集中することができ、結果として高い研究成果が期待できるものである。
（国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（平成31年２月25日）より）

テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
制
と
は

テニュアトラック教員 テニュア教員博士課程修了後の研究者

国際公募 テニュア審査
テニュアトラック
教員への応募・
選考

テニュアトラック
教員として採用

テニュア教員
として採用

《
活
用
イ
メ
ー
ジ
》

テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
制
実
施
状
況
調
査

教授 准教授 講師 助教 合計

3 115 110 316 544

教授 准教授 講師 助教 合計

6 127 35 181 349

2

57

17

原則5年

原則4年

その他

テニュアトラック期間

令和5年度 新規採用テニュアトラック教員数

令和5年度 テニュア付与教員数

テニュアトラック教員数とテニュアポスト数の関係

導入率は84％（75/89）
期間は原則5年が多い（57/75）

助教への活用が多い（採用 316/544、付与 181/349）
テニュアトラック教員数とテニュアポスト数は
同数が多い（69/75）

機関数

人数

人数

テニュアトラック教員への研究活動支援策

研究活動支援策の実施、導入効果の発現

研究支援経費の措置
メンター教員や研究支援員の配置
研究スペースの確保
実験設備等の優先使用
教育・管理運営業務の負担軽減
その他
共同研究実施支援、事務代行事務職員の配置、
研究環境充実支度金の支給、教育能力開発プロ
グラムの受講義務化、科研費の申請前査読など

65
60
58
13
30
23

テニュアトラック制の導入効果
研究の活性化
大学組織の強化
優秀な人材の確保
教員の流動性の向上
教員の競争性の確保
教員のモチベーションの向上
その他

52
30
63
12
15
28
10

公正で透明な評価に基づくキャリアパス整備、テニュ
ア審査による将来性に期待した挑戦的な人事など

出典：文部科学省国立大学法人支援課調べ（86国立大学・4大学共同利用機関法人を対象、令和6年4月1日現在）

機関数

機関数
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75

2 12

導入済み

導入予定
導入検討中

現時点では
導入未検討

機関数

69

6

同数

異なる場合がある

機関数



「国立大学改革プラン（平成
25年11月 文部科学省）」に
おいて、人事・給与システム
の弾力化を目指し「１万人規模
で年俸制・混合給与を導入」
を提言

平成26年度予算から、適切
な業績評価に基づいた給与体
系の構築を目指すとともに、
退職手当の配分方法を見直し、
運営費交付金において「年俸
制導入促進費」を措置。退職
手当の分割・前倒しを実現

「統合 イノ ベー ション 戦略
（平成30年6月18日 閣議決
定）」において、「厳格な業績
評価に基づく給与水準の決定の
仕組みによる年俸制の（段階
的）完全導入」を明記

現行の年俸制の仕組み（年俸
制導入促進費の措置を含む）
を見直すことで、業績評価と
その処遇への適正な反映を徹
底

人事給与マネジメント改革の
推進（ガイドラインの作成、
運営費交付金への反映等）

年俸制適用者数が
約6.7万人中

目標の1万人を達成
より実効性ある制度を目指して
年俸制を見直し・完全導入

従前の月給制に加え
「年俸制」を推進

（国立大学改革プラン）

※外部資金等で雇用された教員、外国人教員を含む
（文部科学省調べ）

年俸制適用者は平成30年5月1日
現在で16,270人

目標を達成し一定の役割を果た
した一方、分割・前払いにより
全教員を年俸制に移行するため
には、追加的財政支出が発生

教員ポストの高齢化、若手教員の減少
→ 総じて若手教員のキャリアパスにつながる流動性の向上が課題

一律な給与体系のため、業績の反映度が低い
背景

＜年俸制適用教員数（90法人）＞
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年俸制の見直し ～年俸制の導入について～
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月給制(従来型)

複数年ごとに実施する業績
評価の結果を基本給に反映

基本給

諸手当

業績給

基本給
（俸給月額×12か月）

諸手当

賞与
（期末・勤勉手当）

• 基本給の昇給は年功序列型
• 評価結果による賞与の変動は限定的
• 若手教員比率の低下が課題

毎年度実施する業績評価の
結果を業績給に反映

基本給

諸手当

業績給

年俸制モデル(例)

• 複数年の評価に基づき基本給も変動
• 厳格な評価を業績給にメリハリを付けて反映
• 若手教員の雇用確保・比率の向上に寄与

1000万円
800万円

1200万円
円

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

6,500,000

7,000,000

35 40 45 50 55 60 65
年齢月給制（従来型）における俸給月額×12ヶ…

＜教授職 基本給モデル＞

※昇給抑制を想定

（例）基本給は５年ごとに、その間
の業績評価に基づき、昇給を判断

①年額の給与（年俸）が設定された上で、それが一年の中で分割されて支払われていること
②基本給や職務給に加え、「＋」「－」の成績率のある業績給が設定されていること
③退職手当を伴うものであっても、在職期間の長期化により必ずしも処遇が有利になることとはならないもの（退職手当の分割・前払いを伴わ
ないものも含む）

新年俸制の定義

① 合理的かつ安定的な運用のため、退職手当額を分割・前払いはせず、退職時支払い。
② 業績評価の結果が、給与等に反映される合理的かつ実効性ある給与体系を構築。
③ 新規採用教員は原則導入、シニア教員についても導入を促進し、段階的にすべての承継教員への適用を目指す。（既存の教員について

は、同意を得ることを前提）
④ 月給制から年俸制への入れ替わりには、一定期間かかることを想定。
⑤ 厳格な業績評価や多様な任期制などとの併用により効果的な運用を実現。

運用のイメージ

※国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（平成31年2月25日）

年俸制の見直し ～新たな年俸制の仕組み～
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導入済み
未導入

（令和２年度以前）
対象職位：教授、准教授、講師、助教

（令和３年度以降）
対象職位：学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手
クロスアポイントメント制度適用教員の扱い：

派遣型は人数計上、受入型は人数不計上

従来の年俸制に加え、令和元年度以降は、新年俸制の導入が順次拡大している。
（参考）国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（平成31年２月25日）（抄）

今般の年俸制の見直しに当たり、「年俸制」とは下記３要件を満たす給与制度と定義している。
① 年額の給与（年俸）が設定された上で、それが１年の中で分割されて支払われていること
② 基本給や職務給に加え、「＋」「－」の成績率のある業績給が設定されていること
③ 退職手当を伴うものであっても、在職期間の長期化により必ずしも処遇が有利になることとはならないもの（退職手当の分割・前払いを伴わないものも含む）

年俸制の見直し ～国立大学法人等における年俸制の導入状況～

◆年俸制適用教員の割合 ◆新年俸制の導入状況

出典：文部科学省国立大学法人支援課調べ（対象：86国立大学、4大学共同利用機関法人）

◆令和６年度本務教員数内訳 年俸制/月給制別 ◆令和６年度年俸制適用教員数内訳 新年俸制/その他別
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クロスアポイントメント制度とは、機関間の協定により、大学教員等がそれぞれの機関で「常勤職員」としての身分を有し、それぞれの機関の責任の下、必要な従事
比率（エフォート）で業務を行うもの。給与、社会保険料等については、両機関のいずれかが一括して研究者に支払う等、基本的な枠組みを整備することにより、研
究者本人も不利益を受けることなく、それぞれの機関で業務に従事することが可能となる。

期待される効果
◇大学、公的研究機関、企業等の組織の壁を超えた人材・技術力の流動性の向上
◇相手機関から優秀な人材を受け入れることにより、大学の教育研究活動のアクティビティーを高め、教育研究基盤の強化・発展に寄与
◇対象教員にとっては、現職を離れることなく、双方の身分を持ちつつ柔軟に教育研究活動に従事することが可能

導入イメージ

クロスアポイントメント制度適用教員数等の推移 H27～R6

国立大学法人等

クロスアポイントメント制度の活用

クロスアポイントメント制度適用教員数（相手機関別） R6.10

クロスアポイントメント制度適用教員数（専門分野別） R6.10

出典：文部科学省国立大学法人支援課調べ（対象：86国立大学、4大学共同利用機関法人）

相手機関
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給与はいずれか一機関より一括支給
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「在籍型出向」の形態により一機関から一括で給与を支給することにより、
教員（研究者）が医療保険や年金で不利益を被らないよう対応可能
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任期の有無別、年齢層別の教員数の推移（全体の傾向① ）

【任期の有無別】
○本務教員数は平成19年度と比較して令和5年度は微増。
○任期付き職員の比率は平成24年以降は35％~38％で安定。

【年齢層別】
○若手（40歳未満）教員数とその割合が減少傾向。
一方で、シニア（40歳以上）教員数とその割合は増加傾向。
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職位別の教員数の推移（全体の傾向②）

【本務教員数の推移（職位別） 】
○法人化前は教授・准教授の職が増加傾向であったが、法人化以降はほぼ横ばい。
○助教・助手は法人化以降は増加傾向。

本務教員数の推移（職位別）
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４. 再編統合・連携等
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平成14年10月に統合した大学 （2組4大学）
◆ 平成15年4月学生受入

○山梨大学と山梨医科大学（→山梨大学）
・医学・工学を中心とする学際領域への対応
・地域貢献（共同研究等に関する窓口の一本化）

○筑波大学と図書館情報大学（→筑波大学）
・情報系をはじめとする諸分野との融合による図書館情報学の更なる発展

平成15年10月に統合した大学 （10組20大学）
◆ 平成16年4月学生受入

○九州大学と九州芸術工科大学（→九州大学）
・工学系をはじめとする諸分野との融合による芸術工学の更なる発展

○神戸大学と神戸商船大学（→神戸大学）
・海事・海洋に関する学際領域への対応

○東京商船大学と東京水産大学（→東京海洋大学）
・「海」を基盤とする教育研究の発展

○香川大学と香川医科大学（→香川大学）
・医学・農学・工学等に関する学際領域への対応
・地域貢献（複合的な教育研究拠点として地域社会へ貢献）

○宮崎大学と宮崎医科大学（→宮崎大学）
・学際領域に属する生命科学分野に特色を持つ大学の創造
・地域貢献（地域の発展に寄与する教育研究活動を展開）

○大分大学と大分医科大学（→大分大学）
・医療・福祉等に関する学際領域への対応
・地域社会への貢献を積極的に推進

○佐賀大学と佐賀医科大学（→佐賀大学）
・医学・工学等に関する学際領域への対応
・地域密着型大学（共同研究等の推進、地域医療の充実）

○高知大学と高知医科大学（→高知大学）
・医学・理学・農学等に関する学際領域への対応
・地域社会との連携の強化

○福井大学と福井医科大学（→福井大学）
・医学・工学等に関する学際領域への対応
・地域社会への一層の貢献（教育、学術、医療の中核的拠点）

○島根大学と島根医科大学（→島根大学）
・医学、工学、生物科学等に関する学際領域への対応
・地域社会の発展に貢献（教育・研究・文化の知的拠点）

国立大学の再編・統合について
（令和７年４月）

平成17年10月に統合した大学 （1組3大学）
◆ 平成18年4月学生受入

○富山大学、富山医科薬科大学及び高岡短期大学（→富山大学）
・生命科学を中心に関連分野（医学・薬学・理工学）を融合
・科学、芸術文化と人間社会の調和的発展

平成19年10月に統合した大学 （1組2大学）
◆ 平成20年4月学生受入

○大阪大学と大阪外国語大学（→大阪大学）
・国際社会の中で日本の果たすべき役割を担い得る有用な人材を養成

●一法人複数大学制度を導入（令和2年4月学校教育法改正）

令和2年4月に統合した法人 （1組2大学）
◆ 令和2年4月学生受入

○岐阜大学と名古屋大学（→東海国立大学機構）

令和４年４月に統合した法人（2組5大学）
◆ 令和4年4月学生受入

○小樽商科大学、帯広畜産大学及び北見工業大学（→北海道国立大学機構）
○奈良教育大学と奈良女子大学（→奈良国立大学機構）

令和6年10月に統合した法人・大学（1組2大学）
◆ 令和7年4月学生受入

○東京医科歯科大学と東京工業大学（→東京科学大学）

平成14年10月に4大学（2組）、H15年10月に20大学（10組）、H17年10月に3大学（1組）、H19年10月に2大学（1組）が統合。
（H14年4月：101大学→ H15年10月：89大学→ H17年10月：87大学→ H19年10月：86大学→R6年10月：85大学）

H14年4月 101大学

H14年10月 99大学

H15年10月 89大学

H17年10月 87法人・87大学

H19年10月 86法人・86大学

R6年10月 81法人・85大学

R2年4月 85法人・86大学

R4年4月 82法人・86大学
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 経営基盤の強化と効率的な経営の推進等のため、「国立大学の一法人複数大学制度等」の導入が閣議決定文書
や中央教育審議会における議論の中で提言。
 「大学の組織再編等を促進するため、国立大学においては、国立大学法人法を改正し、一法人の下で複数の大学を運営できる制度を導入する。」 （経済財政運営と改革の基本方

針2018）
 「経営基盤の強化と効率的な経営の推進のため、国立大学の一法人複数大学制の導入、経営と教学の機能分担等にかかる国立大学法人法等の改正について次期通常国会への

提出を念頭に作業を行う。」 （未来投資戦略2018）
 「文部科学省は２０１９年度中に国立大学法人法を改正し国立大学の一法人複数国立大学経営を可能化する」 （統合イノベーション戦略）
 「複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有できるよう、一法人一大学となっている国立大学の見直し･･･など･･･大学等の連携・統合を円滑に進めることができる仕組みや、これ

らの取組を推進するための支援体制の構築など実効性を高める方策について検討することが必要である」（今後の高等教育の将来像の提示に向けた中間まとめ（平成３０年６月
中央教育審議会大学分科会将来構想分科会）

 制度の設計等について必要な検討を行うため、「国立大学の一法人複数大学制度等に関する調査検討会議」を設
置。同会議の検討の結果を踏まえ、一つの国立大学法人が複数の大学を設置できるよう、令和２年４月に「学校
教育法等の一部を改正する法律」により国立大学法人法の一部を改正。

統合前の法人名 統合後の法人名 統合時期

1 国立大学法人岐阜大学、国立大学法人名古屋大学 国立大学法人東海国立大学機構 令和２年４月１日

2 国立大学法人小樽商科大学、国立大学法人帯広畜産大学
国立大学法人北見工業大学 国立大学法人北海道国立大学機構 令和４年４月１日

3 国立大学法人奈良教育大学、国立大学法人奈良女子大学 国立大学法人奈良国立大学機構 令和４年４月１日

国立大学の一法人複数大学制度について

経 緯

これまでの制度の活用状況
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▮ 法人の判断により、教学と経営の長を分担し、新たに理事長職を置けることとする（同時に一法人複数大学制度も導入）
▮ 学外理事について、原則二人以上を設置義務とする

一法人複数大学制度の導入に伴うガバナンスの見直し
（学校教育法等の一部改正：2020年4月1日施行）

法人の長

大学の長

国
立
大
学

国
立
大
学
法
人

「学長」

改正前 改正法施行日（2020年4月1日）以降

一法人二大学の場合（例） 一法人一大学の場合

法人の長

大学の長

「学長」

法人の長

大学の長
「大学総括理事」

「理事長」

国立大学法人の判断で、以下の体制を選択できるような仕組みを設ける
一つの国立大学法人が複数の大学を設置することができる
大学の長を分担して置くことができる

現行は、国立大学法人法上
法人の長と大学の長を兼ねる
「学長」を置く体制のみ

※改正前

「大学総括理事」

「理事長」
法人の長

大学の長 大学の長
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大学等連携推進法人について

（一般社団法人）○○地域大学ネットワーク機構 文
部
科
学
大
臣

②認定

・ 意見具申
・ 業務の実施状況
の評価

連携推進法人に関する
重要事項の決議

社員総会 大学等連携推進
評議会

理事会
（理事３人以上、監事１人以

上、
代表理事１人）

法人に関する重要事項
の決議 ※学識経験者、産業界等で構成

法人の業務を執行

①申請

（例）国立大学法人 （例）公立大学法人

国立大学

（例）学校法人

公立大学 私立大学

・ 研究開発法人
・ 高等専門学校
・ 関係自治体

等

「社員」として参画 「社員」として参画 「社員」として参画

参加法人（大学を設置する者）

「社員」として参画

大臣による認定基準（例）
 大学等連携推進業務を
主たる目的とすること

 大学等連携推進業務に
必要な経理的基礎及び
技術的能力を有するこ
と

 大学等連携推進方針を
策定し、インターネッ
トの利用などの適切な
方法により、公表して
いること

 参加法人の有する議決
権の合計が総社員の議
決権の過半を占めてい
ること

※ 法人には、毎事業年度終了後に事業報
告書や計算書類等の提出・公表を求める

大学等連携推進方針
 連携の推進を図る意義、大学等連携推進業務に関する事項
 連携開設科目の開設・共同教育課程の編成（大学間の役割分担含む）などの連携内容とその目標 等
大学等連携推進業務（例）
 教育機能の強化：大学間における教学上の連携に係る管理（協議の場の運営等）
 研究機能強化：産学連携・地域との協働に関する事業の共同実施、研究施設の共同管理、知的財産の共同管理
 運営効率化：FD・SDの共同実施、事務の共同実施、物品・ソフトウェアの共同調達
大学等連携推進法人における教学上の大学間連携
 連携開設科目の開設、連携開設科目を活用した教職課程の共同設置、共同教育課程（共同学位）での各大学修
得単位数の引下げ 等

法人の業務執行の決定

※評議会の設置は任意

※全学的な参画に限らず学部単位、学位プログラム単位での参画も可能

 18歳人口の減少やグローバル化の進展など高等教育を取り巻く環境が大きく変化する中、大学は、他の大学や地方公共団体、産業界などと
幅広く連携協力し、強みを持ち寄り、人的・物的リソースを効果的に活用しつつ、教育研究の充実に取り組んでいくことが求められる。

 そこで、大学等の緊密な連携を効果的に推進するために、大学の設置者等を社員とし、連携に係る協議調整や連携事業を一元的に実施す
るなどの業務を行う一般社団法人に対し、文部科学大臣が大学等連携推進法人として認定する制度を設ける。

 併せて、大学等連携推進法人の社員が設置する大学間において、大学が自ら開設することとされる授業科目について、他の大学が当該大学
と緊密に連携して開設した連携開設科目を当該大学が自ら開設するものとみなすことができる等の特例措置を設ける。

制度趣旨

（令和3年2月26日公布・施行）
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大学等連携推進法人・複数大学設置法人の下で
新たに可能となる授業科目の連携開設について

 各大学で開設される授業科目について、
大学設置基準第19条において、「大学は、・・・・教育上の目的を達成するために必要な授業科目を自ら開設し、体系的に教
育課程を編成するものとする。」とされている（自ら開設の原則）。

 質の保証にも留意しつつ、継続的に緊密な連携が期待される大学等連携推進法人及び要件を満した複数大学設置法人の
下で、他の大学が当該大学と連携して開設した授業科目（連携開設科目）を当該大学においても自ら開設したものとみなす
特例措置を設ける。

概要

大学等連携推進法人

社会ニーズ等に機動的に対応していくためには、各大学が強みを持ち寄り、
資源を有効活用しつつ、教育研究を行う在り方へ変化することが必要

＜連携開設科目のイメージ※学士課程の場合＞

自ら開設する科目 自ら開設する科目

A大学 B大学

124単位 124単位

＜得られる成果＞
①各大学の強みや特色を生かして、
・充実した教育プログラムの提供
・弱点分野の相互補完
・地域が求める人材等を連携して
育成

②各大学の教育研究資源を有効
活用することで、

・きめ細かな指導や少人数教育の
実施

質保証の要件
 大学等連携推進法人が教学上の連携を図る意義・目標、実施計画等を共有、明確化するための「大学等連携推進方針」を策定し、文部科学大

臣へ届出
 参加大学間で連携開設科目を適切に運営するための教学管理体制を構築（授業内容や授業計画、成績評価の基準等を協議、調整する場）
 連携開設科目で修得できる単位数の上限を設定（学士課程：30単位を上限）
 連携開設科目の科目名、授業計画、成績評価の基準等の情報公表を義務付け 等

A大学に通う学生が卒業に
必要な科目はA大学が自ら

開設するのが原則

Ａ大学に通う学生が卒業に必要な科目のうち、30単
位を上限にＢ大学で開設された科目をA大学において

も開設されたものとみなす（連携開設科目）

自ら開設する科目

124単位 124単位

A大学

自ら開設する科目

B大学

30単位

理事会

30単位 ⇒例えば、地域の大学が連携し
て数理・データサイエンス・AI教育
を実施することや、教養教育を充
実させることが可能に。
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令和２年10月30日公表

※地理的観点からのアクセス確保の観点からは、都市から地方への動きの促進等を通じた地方創生の推進も重要。

B大学

【大学間連携推進パターン】
地域アクセス確保に資する
共同での教育研究・組織運営
例：多様な学生の受入れ支援、

共同調達等

地方公共団体 産業界・
金融機関等

【産官学連携推進パターン】
左記に加え、地方創生に資する

産官学連携の取組実施

 連携開設科目の開設に加え、地域構想推進プラットフォーム（仮称）等
での議論を踏まえ、地域のアクセス確保・人材育成のための研究・教育の
連携（※）に取り組むことを推奨

地域における大学等間の連携枠組みの強化

地域研究教育連携推進機構（仮称）

 地域の将来ビジョンや大学等の研究・教育の構想・
推進策を地域全体で情報共有・共通認識

 大学等、地方公共団体、産業界等の地域関係者
が一体となって、国と連携しながら地域のアクセス確
保等の取組を支援

地域における協議体の実質化

・地域ごとの高等教育へのアクセス確保を図るための司令塔機能の強化（「地域大学振興室」の新設）
・関係省庁や地域の産官学金等関係者と連携した、地域の高等教育へのアクセス確保・人材育成や地方創生の取組の推進文部科学省

※地域により、地域の範囲の設定や、協議体の構築方法、協議体と大学等連携推進法人との関係・取組の進め方は多様であることに留意。

大学
短大
高専等

労・言等
地域関係者

地域のアクセス確保・
人材育成等の

在り方・取組を議論

県
市町村
担当部署

産業界
金融機関

コーディネーター配置

従来

今後

従来

今後発展

連携開設科目を中心とした大学等連携推進法人(※)の取組

発展

地域構想推進プラットフォーム（仮称）

※地域連携プラットフォームの発展による構築等既存組織の活用も推奨

連携
強化

複数の大学等が地域関係者と恒常的に対話し、
連携を行うための地域連携プラットフォームの取組
※国による「ガイドライン」策定

国
支
援

※入試、多様な学生受入れ支援、キャリア支援等の業務、大学関係施設の共同管理・運営、
事務システムの共同化、共同調達などが想定。また、そのために必要な支援策についても検討。

※文部科学大臣が認定

※支援対象となる地域研究教育連携推進機構（仮称）の位置付けを検討

コーディネーター
配置

コーディネーター
配置 国

支
援

A大学 A大学 B大学

C短大

地域の高等教育へのアクセス確保を図るための仕組み（イメージ）
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５. 学内組織の見直し等
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学内組織の見直し①
 法人化後、社会情勢を踏まえた教育研究の活性化を図るため、運営費交付金による組織整備のための支援や、「大学・

高専機能強化支援事業」による高度情報専門人材の確保に向けた体制強化への支援等を通じて、学内の教育研究組
織の見直しを促進。

 平成16～令和7年度に廃止・転換された学科数は1,028件であり、平成16年度時点からその大半が見直されている。
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改廃された学科数 見直しのシェア

平成16年度における国立大学の全学科数：1,159
平成17～令和7年度に改廃された学科数計（延べ）：1,028

※同じ学科が複数回改組された場
合、改組毎に1件とカウント
※学部の改廃については、当該学
部を構成する学科数をカウント

（平成17～令和7年度に改廃された学科数/
平成16年度における全学科数）

見直し率

①学部・学科の見直しの状況
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改廃された学科数 見直しのシェア
※同じ専攻が複数回改組された場合、
改組毎に1件とカウント
※研究科の改廃については、当該研
究科を構成する専攻数をカウント

改廃された専攻数

平成16年度における国立大学の全専攻数（修士）：1,415
平成17～令和7年度に改廃された専攻数（修士）計（延べ）：1,596

 研究科については、修士、専門職、博士の全てにおいて、平成16年度時点からその大半が見直されている。

②研究科・専攻の見直しの状況（修士）

見直し率
（平成17～令和7年度に改廃された専攻数/
平成16年度における全専攻数）
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改廃された学科数 見直しのシェア改廃された専攻数

平成16年度における国立大学の全専攻数（専門職）：30
平成17～令和7年度に改廃された専攻数（専門職）計（延べ）：54

見直し率

②研究科・専攻の見直しの状況（専門職）

※同じ専攻が複数回改組された場合、
改組毎に1件とカウント
※研究科の改廃については、当該研
究科を構成する専攻数をカウント

（平成17～令和7年度に改廃された専攻数/
平成16年度における全専攻数）
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改廃された学科数 見直しのシェア

平成16年度における国立大学の全専攻数（博士）：992
平成17～令和7年度に改廃された専攻数（博士）計（延べ）：1,027

見直し率

②研究科・専攻の見直しの状況（博士）

改廃された専攻数
※同じ専攻が複数回改組された場合、
改組毎に1件とカウント
※研究科の改廃については、当該研
究科を構成する専攻数をカウント

（平成17～令和7年度に改廃された専攻数/
平成16年度における全専攻数）

学内組織の見直し④
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＜近年の主な学部・研究科等の改組の傾向＞
 分野横断型学部等の設置

【例】九州大学 共創学部(H30)、金沢大学 融合学域（R3）

 データサイエンスに係る人材養成
【例】滋賀大学 データサイエンス学部(H29) 、一橋大学 ソーシャル・データサイエンス学部（R5）

 地域の課題解決や産業の活性化を支える学部等の設置
【例】 高知大学 地域協働学部(H27)、大分大学 福祉健康科学部（H28）、富山大学 都市デザイン学部（H30)、島根大学 材料エネルギー学部（R5）

 国際連携専攻（JD）の設置
【例】名古屋大学・アデレード大学国際連携総合医学専攻（H27）、東京医科歯科大学・チュラロンコーン大学国際連携歯学系専攻（H28）、

              広島大学・グラーツ大学国際連携サステイナビリティ学専攻(R2)

 複数大学による共同課程の設置
【例】岩手大学・東京農工大学 共同獣医学科(H24)、宇都宮大学・群馬大学 共同教育学部（R2）

 学部・研究科等連携課程の設置
【例】長崎大学 プラネタリーヘルス学環（R4）、静岡大学 山岳流域研究院（R5）、茨城大学 地域未来共創学環（R6）

 複数学科・研究科（専攻）の大くくり化
【例】岡山大学 環境生命自然科学研究科（２研究科→１研究科）（R5）、鹿児島大学 農学部(3学科→1学科）(R6)

 その他
【大学間で人材養成について役割分担した例】島根大学、鳥取大学（両大学間の協定に基づき、島根大学が教育学部を強化し島根・鳥取両県の教員

養成を担うとともに、鳥取大学が教員養成学部を一般学部（地域学部）に転換）（H16）

(参考）大学・高専機能強化支援事業（高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援）の活用による定員増
【R6年度】学部：365人、修士課程：418人、博士課程：26人
【R7年度】学部：入学定員340人・編入学定員28人、修士課程：458人、博士課程26人

 近年の主な学部・研究科等の改組の傾向として、①分野横断型、理工系の人材養成や地域の課題解決など、
社会ニーズを踏まえた学部等の設置や、②JD、共同教育課程、学部・研究科等連携課程など、組織間連携
による学部等の設置、③複数学科・研究科の大くくり化等が挙げられる。

 また、令和６年度から、「大学・高専機能強化支援事業」の支援を通じて、高度情報専門人材の養成のた
めの定員増や改組が行われている。

学内組織の見直し⑤
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６. 附属施設
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大学病院の位置付け・役割

教 育 医学部生の臨床教育、卒後の初期・専門研修等を行う医師をはじめとするその他の医療従事者
の養成機関。
→ 採算に関係なく、幅広い診療科・部門が必要。

新しい診断・治療法の開発、難治性疾患の研究等を行う高度な研究機関。
→ 様々な疾病治療のための研究に多くの投資が必要。

○ 医師及び歯科医師の養成を行う大学医学部及び歯学部の教育研究に必要な施設として設置されている病院
（大学設置基準第３９条）。

○ 高度な医療の提供、高度な医療技術の開発・ 評価、研修の実践にあたる「特定機能病院」に承認されている
病院（医療法第４条の２）。令和６年１０月１日現在【７９病院】

■大学病院の法令上の位置付け

研 究

■大学病院の使命・役割

診 療 臓器移植や高額薬剤の投与など高度な診療を行う高度医療機関。
→ 採算性の低い分野（小児・産科・精神・重症治療等）への支援や高度医療に対応する

ための高度な機器や人材の体制整備が必要。

地 域
貢 献

地域の医療機関への医師の輩出等を行う地域の中核的な医療機関。
→ 様々な診療科を具備し、地域の幅広い医療ニーズに応えるための人的リソースの確保が必要。
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大学病院の現状

0.6%
0.2%

1.4%

97.8%
（7,898）

（112）

（18）

（47）

2.2％
（177/8,075）

◆ 病院数（8,075病院）
【大学病院：2.1％（177病院）】

出典：国立大学病院・・・・・国立大学病院長会議「国立大学病院資料」（令和６年６月１日現在）、
公私立大学病院・・・文部科学省医学教育課調べ（令和６年６月１日現在）
大学病院以外・・・・・厚生労働省「医療施設調査」（令和６年５月末時点）

※「常勤医師数」「常勤看護師数」は令和５年10月1日現在

◆ 常勤換算看護師数（828,480名）
【大学病院：12.6％（104,651名）】

国立大学病院 公立大学病院 私立大学病院 その他

8.7%
2.1％
10.1%

79.2%
（206,236）

（26,390）

（5,057）
（22,667）

20.8％
（54,114/260,350）

2.2%
0.6%

3.8%

93.3%
（1,375,400）

（55,617）

（9,830）

（32,604）

6.7％
（98,051/1,473,451）

4.4%
1.2%

7.0%

87.4%
（723,829）

（57,672）

（10,121）
（36,858）

12.6％
（104,651/828,480）

■全病院における大学病院の占める割合

（）：床

（）：名（）：名

（）：病院

◆ 病床数（1,473,451床）

【大学病院：6.7％（98,051床）】

◆ 常勤換算医師数（260,350名）
【大学病院：20.8％（54,114名）】

■全国大学病院数一覧
（令和7年４月１日現在）

区 分 国立 公立 私立 合計

医系大学病院 42 17 89 148 

本 院 42 8 31 81 

分 院 0 9 58 67 

歯系大学病院 1 1 17 19 

その他大学病院
（附置研究所、保健医療系

等）

4 1 5 10 

合 計 47 19 111 177 

■大学病院を持つ大学の割合
（令和６年５月１日現在）

出典：文部科学省令和５年度学校基本調査報告書

区 分 大学数 うち医系病院を置く
大学数

国立大学 86 42（48.8％）

公立大学 103 8（ 7.8％）

私立大学 624 31（ 5.0％）

計 813 81（10.0％）
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○ 大学病院は、7９病院が特定機能病院に指定されているほかにも、臓器移植登録施設やがん診療連携拠点病
院、高度救命救急センター、総合周産期母子医療センター、難病医療拠点病院等の医療施設としても承認されて
おり、我が国の医療に大きく貢献している。また、地域への医師派遣機能を担うとともに、救急医療体制においては、
各地域の実情に応じて救急患者のうち、特に重症な救急患者の受入れを行っている。

出典：厚生労働省調べ
(令和６年４月１日現在)

出典：（社）日本臓器移植ネットワーク調べ
 (令和７年２月１日現在)

出典：難病情報センターウェブサイト
(令和７年２月1日現在)

◆ 臓器移植登録施設（125施設）
（うち大学病院 72施設（57％））

出典：厚生労働省調べ
(令和６年４月1日現在)

出典：厚生労働省調べ
(令和６年８月１日現在)

国立大学病院 公立大学病院 私立大学病院 その他

*難病医療拠点病院、難病診療連携拠点病院、難病診療分野別拠点病院の合計

◆ 都道府県がん診療連携拠点病院（51施設）
（うち大学病院 29施設（57％））

◆ 高度救命救急センター（50施設）
（うち大学病院 33施設（68％））

◆ 総合周産期母子医療センター（112施設）
（うち大学病院 48施設（42％））

◆ 難病医療拠点病院等*（173施設）
（うち大学病院 71施設（46％））

◆ 脳死臓器移植件数（5,108件）
（うち大学病院 4,100件（80％））

出典：（社）日本臓器移植ネットワーク調べ
(平成11年2月28日から令和7年2月6日現在までの脳死移植累計)

大学病院の診療機能

【臓器移植の内訳】 角膜、心臓、肺、肝臓、膵臓、腎臓、小腸
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出典：国立大学病院長会議「病院機能指標」
※ R05年度のデータは速報値

国立大学病院における救命救急患者数
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出典： 国立大学病院長会議「国立大学病院資料」
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※1：文部科学省『国立大学法人等の決算について』別紙資料集「附属病院セグメント情報」及び「附属病院セグメントにおける収支の状況（キャッシュ・フロー計算書の形式を使った病院収支の状況表）」を元に医学教
育課において作成

※2：令和6年度の金額については、国立大学病院長会議が集計した速報値を元に作成

10,370 10,753 11,117 11,520 11,938 12,418 12,584 13,006 13,375 13,866 14,275 
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【経常損益】（単位：億円）【経常収益・費用】（単位：億円）

事項 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
（速報値）

経常収益 10,370 10,753 11,117 11,520 11,938 12,418 12,584 13,006 13,375 13,866 14,275 15,257 15,473 15,657 16,203
経常費用 9,813 10,307 10,710 11,224 11,745 12,151 12,270 12,710 13,134 13,651 13,816 14,535 15,087 15,716 16,489
経常損益 556 445 407 296 193 266 313 296 241 214 459 722 386 ▲60 ▲285

診療規模の拡大と経常利益率の低減
◯ 国立大学法人化以後、自己収入の獲得、経費の節減努力が求められ、増収と経営効率を追求した運営を実施するものの収入が増えた分、支
出も増加し、増収減益の傾向。R5年度は経常損益が初めてマイナスとなった。

◯ コロナ前は、損益ベースで年平均約320億円程度の利益が生まれており、得られた利益を老朽化した施設・設備の更新や借入金の返済に充て
るなどして、大学病院として求められる教育・研究・診療活動を維持してきた（ただし、その投資額は十分ではなく施設・整備の更新が滞る傾向に
あった）。R6年度は経常損益がコロナ前の平均と比較して、約605億円減少する見込み。

コロナ禍前の経常損益
平均約320億

▲605
億

各大学病院の経営状況（国立大学病院の経常損益の推移）
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出典：（一社）国立大学病院長会議 令和６年７月26日 緊急記者会見資料

医療機器等の老朽化（国立大学病院）
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（１）運営改革
【検討項目】
 自院の役割・機能の再確認※

・医学部の教育研究に必要な附属施設と
しての役割・機能

・専門性の高い高度な医療人を養成する
研修機関としての役割・機能

・医学研究の中核としての役割・機能
・地域医療構想等と整合した医療機関と
しての役割・機能

等
※改革の基本方針として記載が必須

 病院長のマネジメント機能の強化

 大学等本部、医学部等関係部署との
連携体制の強化

 人材の確保と処遇改善

 その他運営改革に資する取組等

大学病院改革プランの策定（大学本部と一体となった改革の推進）

（２）教育・研究改革
【検討項目】
 臨床実習に係る臨床実習協力機関との

役割分担と連携の強化

 臨床研修や専門研修等に係るプログラム
の充実

 企業等や他分野との共同研究等の推進

 教育・研究を支援するための体制整備
・人的・物的支援

等

 その他教育・研究環境の充実に資する
支援策

【検討項目】
 都道府県等との連携の強化

 地域医療機関等との連携の強化

 自院における医師の労働時間短縮の
推進

・
 医師少数地域を含む地域医療機関に

対する医師の輩出（常勤医師、副
業・兼業）

 その他診療改革に資する取組等

（３）診療改革 （４）財務・経営改革
【検討項目】
 収入増に係る取組の推進

 施設・設備及び機器等の整備計画の
適正化と費用の抑制
・自院の役割・機能等に応じた施設・設備・機器等
の整備計画の適正化

等

 医薬品費、診療材料費等に係る
支出の削減

 その他財務・経営改革に資する
取組等

 改革プランの対象期間中の各年度の
収支計画

大学病院改革プランの概要

※下線部は、文部科学省及び厚生労働省において財政支援等するもの。

持続可能な大学病院経営の実現

我が国の医学教育・研究の維持発展 地域ニーズに応じた診療の確保

 大学病院を取り巻く現状と課題等（医師の長時間労働、教育・研究時間の減少、大学病院の機能低下、増収減益の財務状況、医療提供体制の確保等）がある
中、2024（令和６)年度から医師の時間外・休日労働の上限規制が施行された。

 このような現状と課題等を鑑み、各大学病院は、地域医療確保暫定特例水準（B水準、連携B水準）の解消が見込まれる2035（令和17）年度末に向けて、
2029（令和11）年度までの期間（６年間）に取り組む内容を、 「大学病院改革ガイドライン」を参考に４つの視点（運営改革、教育・研究改革、診療改革、財
務・経営改革）に整理して自院の実情に応じた大学病院改革プラン（以下、 「改革プラン」という。）を策定し、当該プランに基づき改革を推進して、持続可能な経営
基盤の確立を図る。

 各大学病院は、策定した改革プランを自院のウェブサイトにて公表。また、社会情勢の変化等に応じて改革プランを適宜改定するとともに、年１回程度自己点検を行って
改革プランを推進する。なお、改革プランの推進にあたっては、大学等本部等と連携するとともに、自治体、医療機関、医師会等の関係者等とも意見交換を行う。

※文部科学省は、各大学病院が改革プラン策定時の参考となるように「大学病院改革ガイドライン」を策定するとともに、改革プランの取組に応じた継続的な財政支援（令和５年度補正予算（最先端医療
設備の整備）、令和６年度当初予算（高度な臨床・研究能力を有する医師養成促進支援））等を行っている。
また、改革プランの進捗状況について、４年目の2027（令和９）年度及び2030（令和12）年度に確認予定。

※自院の実情に応じた大学病院改革プランを策定

72



２．教員養成系の大学院（修士課程・博士課程）

１．教員養成大学・学部

教員に求められる高い資質の育成等を行っており、現在４５大学４５学部（うち単科大学１１）が設置されている。

大学数
入学定員

教員養成課程 新課程 合計
４５大学 １０，９２１人 １，５１８人 １２，４３９人

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

 課程・入学定員（令和７年度）

※教員養成課程：教員養成を目的とし、教員免許状の取得に必要な単位の修得が卒業要件となっている課程。平成１７年度までは定員抑制の対象であった。

※新課程：都道府県教育委員会の教員採用数の減少などによる教員就職率の低下に伴い、昭和６２年度から教員養成課程の一部を教員以外の職業分野の人材や高い教養
と柔軟な思考力を身につけた人材を養成することを目的とした課程として改組したもの。新課程の定員は平成１２年度をピークに拡大し一定規模を保ってきたが、教
員の大量退職の増加による教員採用数の拡大にあわせて、平成１７年３月に教育分野に係る大学等の設置又は収容定員増に関する抑制方針を撤廃したことによ
り、教員養成課程への定員の振り替え等が進み、国立の教員養成大学・学部においては、初等中等教育を担う教員の質の向上に目的を特化させるため、原則、新
課程の廃止を進めている。

【修士課程】
国立の教員養成系修士課程における高度専門職業人としての教員養成機能は原則として、教職大学院へ段階的に移行することとしている。

大学数 研究科数 専攻数 入学定員
１６大学 １６ １８ ８０５人

 設置状況（令和７年度）

【博士課程】
教員養成学部自ら各教科の専門や教科教育学の分野における実践的かつ高度の研究能力を有し、将来教員養成学部の教員となる人材を
養成することなどを目的として設置。

 設置状況（令和７年度）
 連合大学院 東京学芸大学（入学定員：30名）、兵庫教育大学（入学定員：36名）
 共同教育課程 静岡大学・愛知教育大学（入学定員：4＋4名）

北海道教育大学・大阪教育大学・福岡教育大学（入学定員：4＋4＋4名）
 単独設置 広島大学（入学定員：50名） ※広島大学では教育学、心理学、教科教育学等が統合された教育学習科学を構築するとともに、

その理論的・学際的・開発的・先端的な研究・教育を推進し実践する人材を育成。

 設置状況
山形大学において令和８年４月に教育学部（入学定員145名）を設置予定のほか、福島大学において令和９年度に教育学部（入学定員235名）を設置する構想あり。
佐賀大学と熊本大学において、令和８年４月より共同教員養成課程を設置予定。

国立の教員養成大学・学部及び大学院の現状
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２．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

３．現状

① 設置大学数【令和７年度】 ： ５４大学（国立大学４７校、私立大学７校）
② 教員就職率（※）【令和６年３月修了者】： ８７．８％

（参考）国立教員養成大学・学部の学部新卒者の教員就職率：６９．０％（令和６年３月卒業者）
（※）現職教員学生を除く教職大学院修了者のうち教員に就職した者（臨時的任用を含む）の割合を指す。

③ 入学定員充足率【令和７年度】 ： ８５．３％ （前年度より０．３％減）
④ 志願者数【令和７年度】 ： ２，６７０人 （前年度より２２人増）
⑤ 入学者数【令和７年度】 ： ２，１６９人 （前年度より９人減）

（現職教員：８４４人（３９％）学部新卒学生等：１，３２５人（６１％））

１．教職大学院の目的及び機能

平成１９年度に、高度専門職業人養成としての教員養成に特化した専門職大学院として制度化。（平成２０年度から開設）
① 学部段階での資質能力を修得した者の中から、さらにより実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有力な
一員となり得る新人教員の養成。

② 現職教員を対象に、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導倫理と優れた実践
力・応用力を備えたスクールリーダーの養成。

教職大学院 教員養成系修士課程
修了要件 ４５単位以上 （うち１０単位以上は学校等での実習） ３０単位以上

修士論文の作成（研究指導）
教員 ４割以上は教職経験者等の実務家教員 大半が研究者

授業方法 ①事例研究、現地調査、双方向・多方向に行われる討論・質疑応
答
②学校実習及び共通科目を必修とした体系的な教育課程

研究指導が中心

学位 教職修士（専門職） 修士（教育学）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ４．最近の振興策

①令和５年６月に、専門職大学院設置基準を改正し、学部と連携した５年一貫コース等の設置を可能にするとともに、②
令和６年５月に、教職大学院を修了し教師となった者を中心に大学院在籍時に貸与を受けた奨学金の返還を免除する制度
を創設。これらにより、①時間的制約の緩和の支援、②経済的な支援、を可能とし、「教職の高度化」（質の向上）と「教師志
願者の拡大」（質的確保）を実現。

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要
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３．使命・役割
〇実験的・先導的な学校教育 〇教育実習の実施

実験的・先導的な教育課題への取組 大学・学部の教育実習計画に基づく教育実習の実施
地域における指導的・モデル的な学校としての取組 教員を目指す学生に対し、体験的な実習を実施

〇大学・学部における教育に関する研究への協力
現代的教育課題（特別支援、いじめ、不登校など）に対応 した教員養成の在り方に関する研究への協力

２．法律上の位置付け
〇国立大学法人法第２３条（平成１６年４月１日施行）

国立大学に、文部科学省令で定めるところにより、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援
学校、幼保連携型認定こども園又は専修学校を附属させて設置することができる。

〇大学設置基準第３９条（昭和３１年１０月２２日文部省令第２８号）
次の表の上欄に掲げる学部を置き、又は学科を設ける大学には、その学部又は学科の教育研究に必要な施設として、それぞれ

下欄に掲げる附属施設を置くものとする。

学部又は学科（上欄） 附属施設（下欄）

教員養成に関する学部又は学科 附属学校又は附属幼保連携型認定こども園

１．設置目的
附属する国立大学、学部における児童、生徒、幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、当該国立大学、学部の計画に従い、学生の

教育実習の実施に当たる。

【参考】

●旧国立学校設置法施行規則第２７条（昭和３９年（1964年）改正、平成１６年（2004年）廃止）

附属学校は、その附属学校が附属する国立大学又は学部における児童、生徒又は幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、
及び当該国立大学又は学部の計画に従い学生の教育実習の実施に当たるものとする。

上述の廃止された施行規則、「国立大学附属学校の新たな活用方策等に関する検討とりまとめ（平成２１年）」、「国立教員
養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議報告書（平成２９年）」等を踏まえ、現在、使命・役割を以下の
とおり整理。

国立大学附属学校について①（使命・役割）
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区 分

令和６年度

学校数
(校)

学級数 
(学級)

児童生徒数（人）
(R6.5.1現在)

教員数（人）
(R6.5.1現在)

幼 稚 園 47 213 4,070 359

認 定 こ ど も
園

1 5 93 8

小 学 校 67 1,128 35,391 1,702

中 学 校 68 760 26,846 1,539

義務教育学校 5 131 3,750 235

高 等 学 校 15 207※ 8,036 564

中等教育学校 4 39 2,862 196

特別支援学校 45 488 2,828 1,494

計       252 2,971 83,876 6,097
出典：令和６年度学校基本調査

（※）学校基本調査では集計していないため、教育人材政策課調べ

国立大学附属学校について②（学校数等の現状）
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７. その他
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国立大学法人等の機能強化に向けての論点整理 概要①

 外部資金の増加の程度は法人の規模等によって異なる。
 各法人の状況を法人と共に検証の上、対応策を検討することが必要。
 法人ごとの財務、経営上の工夫等の確認、好事例の展開が必要。
 特に赤字が大きい附属病院は、実態把握と対応策の検討が必要。

 経常収益は約1.4倍に増加しているが、経常費用も増加。
 外部資金の受入額は約４倍に増加。間接経費の活用の幅も拡大。
 授業料について、標準授業額を超える設定を行う大学もあり。
 運営費交付金は法人化以降1600億円程度の減少。競争的資金は増加、

修学支援新制度の導入。
 施設整備費補助金は近年、1000億円弱で推移。

 本検討会では、国立大学法人化後のデータを整理の上、その分析を基に課題の整理を実施。
 それを踏まえ、国立大学法人・大学共同利用機関法人の機能強化に向けた対応策の方向性に関して、論点を整理しており、今後これに

基づき、対応策の具体化に向けて、関係者とも議論を深掘り。
 具体策等の深堀に当たっては、デジタル社会の到来、グローバル化の進展を経て複雑化した国際環境、我が国における少子化の急速な進

展等、大学が社会の大きな転換期にあることを十分認識する必要。

 土地の貸付、余裕金の運用や出資は立地や経営規模によって異なる。
 一方で規模の小さい法人も活用事例があり、好事例の展開が必要。
 国においても各法人における取組のあい路等を解決する対応が必要。
 人給マネジメントは、学長等のリーダーシップによる見直しが必要。

 土地の貸付、余裕金の安全資産以外による運用も拡大。
 長期借入や債券発行などによる資金調達も実施。
 大学発ベンチャーへの出資や、新株予約権の保有などベンチャー支援も拡大。
 人事給与マネジメント改革により、テニュアトラック制の導入、年俸制、クロスアポ

イントメント制度などが進展。

 教育の質向上に係るコスト上昇を法人努力等で賄っているが、持続可能性
に課題。

 教育コストの上昇は教育効果のエビデンスと合わせて理解を得る必要。
 教育の国際化については学内のシステム改革を進めることが必要。
 博士人材の育成に向け、質の高い大学院教育の推進と博士人材の社会

的評価の向上・認知の拡大が必要。
 リカレント教育は、受講目的と効果のマッチングに向けたプログラムの構築と

適切なコスト負担等の工夫により、持続可能な仕組みとすることが必要。

 教学マネジメント、社会需要に応じた教育研究組織の見直しが進展。
 共同教育課程や連携開設科目等、大学間の教育課程上の連携が進展。
 SGU等が大学の国際化に貢献したが、人の流動規模は国際的には小さい。
 博士課程学生への経済的支援は着実に進展。就職先の多様化や進学者の

増加に課題。
 リカレント教育は、履修証明制度などは増加しているが、社会的認知度の更な

る向上が課題。

 外部資金の拡大等で研究費の確保が図られたが、諸外国の研究投資の伸
びとの比較で、相対的に研究力の差は拡大。

 知の価値に応じた共同研究費の設定を更に進め、持続的に発展する高度な
産学連携活動を支える体制の構築が必要。

 若手を含む研究者の挑戦的な研究を支援するため、科研費の充実が必要。
 各大学等の強み・特色を伸ばすシステム改革・高度な研究マネジメント基盤

の構築による研究力の向上や、大学共同利用機関等の組織・分野を超えた
ハブ機能の強化による研究基盤へのアクセス確保が必要。

 民間企業との共同研究件数は4.2倍、額は6.4倍に増加し、大型化も進展。
 論文数は増加しているものの、研究力は諸外国との間で相対的に低下。
 国際的研究ネットワークの中核に入れていない。
 論文の生産性の観点からは科研費が大きく貢献しており、WPIなどの拠点プログ

ラムでは研究力を牽引する諸外国とそん色ない研究業績を実現。
 我が国は上位に続く層の大学から輩出される論文数が海外と比べて少なく、上位

に続く層の厚みの形成に課題。

規制緩和や人事給与マネジメントの現状分析と課題財務の現状分析と課題

教育の現状分析と課題 研究の現状分析と課題

令和７年１月15日
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社会が大きな転換期を迎える中での国立大学法人等の機能強化に向けた今後の対応策についての方向性

①国立大学法人等の役割と機能強化の方向性

②機能強化の方向性に沿った規模とガバナンスの在り方

③地方に所在する国立大学法人等が果たす役割と国からの支援の在り方

④国立大学法人等に附属する組織の在り方

⑤機能強化の方向性に沿った財政支援とコスト負担の在り方

国立大学法人等の機能強化に向けての論点整理 概要②

 機能強化に向けた具体の方策及びスケジュール等を検討するにあたっては、本論点整理に掲げる課題等について、各法人と
文部科学省で議論を深掘り。

 各法人のミッションに応じた機能強化に向け、学部定員の見直しを含む、教育・研究組織及び規模（修士、博士課程の定員
、外国人留学生など）の見直し。

 リソースの補完や強みを強化する観点からの連携、再編・統合について、ステークホルダーの状況も踏まえた、法人と文部科学
省の対話の実施。

 機能強化の方向性に沿った組織内部のガバナンスという考え方に関する法的観点からの整理の実施。

 地方における知の拠点としての役割を踏まえた学部定員の在り方の議論。
 地域の高等教育のハブとしての公私立大学との連携や大学共同利用機関との連携。

 国立大学附属病院に求められる機能とそれに応じた組織の在り方の検討。
 附属学校等に求められる役割を果たす上での、必要な見直し。

 各法人のミッションを踏まえた機能強化を効果的に支援するための第５期中期目標期間に向けた運営費交付金の配分の在
り方（物価や人件費が恒常的に上昇する中での運営費交付金の在り方含む）の検討。

 法人、国、ステークホルダー（学生、保護者や企業等）間での教育研究コストの適切な負担についての議論。
 大学支援策における機能強化に向けたシステム改革の包含と、支援終了後の継続性等の検討。
 高等教育全体に必要な投資を高めるための他省庁や民間企業と共に取り組む新たな政策軸についての議論。

79



第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現
１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着

～賃上げ支援の政策総動員～
（１）中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の実行
地域の人材育成と処遇改善については、在職者を含め、大学、短期大学、

高等専門学校及び専門学校においてアドバンスト・エッセンシャルワーカーの
育成に取り組むほか、医療・介護・保育・福祉等の人材確保に向けて、保険
料負担の抑制努力を継続しつつ、公定価格の引上げを始めとする処遇改善
を進める。

３．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加
（４）先端科学技術の推進

（略）イノベーションの持続的な創出に向け、国際卓越研究大学制度
による世界最高水準の研究大学の創出を始め多様で厚みある研究大学
群の形成に向けた取組を、効果検証しつつ進めるとともに、先端研究設備・
機器の戦略的な整備・共用・高度化を推進する仕組みを構築する。研究
データの活用を支える情報基盤の強化やAI for Scienceを通じ、科学研
究を革新する。産学官連携の大規模化・グローバル化を促進する。

科学技術人材の育成を強化する。成長分野における大学学部・高専学
科の再編及び高専の新設、先端技術に対応した人材育成の高度化・国
際化を始め、大学・高専・専門学校の機能を強化する。

４．国民の安心・安全の確保
（７）「誰一人取り残されない社会」の実現
（女性・高齢者の活躍）
（略）AI、IT分野を始め理工系分野の大学・高専生、教員等に占める

女性割合の向上に向け、最先端の科学技術を学ぶ機会や理工系の女性
ロールモデルに触れる機会を早い段階から継続的に提供するなど、女子中高
生の関心を醸成し、意欲・能力を伸長するための産学官・地域一体となった
取組、大学上位職への女性登用を促進する。（略）

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
２．主要分野ごとの重要課題と取組方針
（３）公教育の再生・研究活動の活性化
（質の高い公教育の再生）

（略）地域枠の活用を含む教員養成大学等の機能強化、養成段階
からの教師人材の育成・確保の仕組みの改革、研修の充実、奨学金返還
支援の学部段階を含む更なる検討に取り組む。

（中略）
急激な少子化の進行や地域の人口・産業構造の変化を見据え、高等

教育へのアクセスを確保しつつ国公私を通じた大学の連携、再編・統合に
よる機能強化や縮小・撤退による規模の適正化を進めるとともに、教育の
質の高度化を進める。高等教育費の負担軽減に向け、拡充された修学
支援新制度や授業料後払い制度を着実に実施するとともに、民間資金を
活用した支援の拡充など、必要な検討を進める。日本人海外留学者年
間50万人・外国人留学生受入れ年間40万人目標の実現に向け、官民
一体での支援策の戦略的活用に取り組む。

（研究の質を高める仕組みの構築）
研究時間の確保や生産性向上による基礎研究力の抜本的な強化に向

け、科学技術政策全般のＥＢＰＭを強化しつつ、教育・研究・ガバナンス
の一体改革を推進する。物価上昇等も踏まえつつ運営費交付金や私学
助成等の基盤的経費を確保する。科研費等の競争的研究費の充実を通
じた研究力の一層の強化に取り組むべく、支援の在り方を検討する。官民
連携による、先端大型研究施設の戦略的な整備・共用・高度化の推進
や、高度専門人材の育成・確保、博士課程学生や若手研究者の安定ポ
スト確保による処遇向上、産学官の共創の場の形成、大学病院における
教育・研究・診療機能の質の担保に向けた医師の働き方改革の推進など
による研究環境の確保により、、我が国の研究力を維持・強化する。長期
的ビジョンを持った国家戦略として次期「科学技術・イノベーション基本計
画」を2025年度内に策定した上で、指標を用いた進捗状況の把握・評価
を実施し、その成果を活かしつつ科学技術・イノベーション政策を推進する。
（略）

国立大学に関する各種政策文書における記述①
【経済財政運営と改革の基本方針2025 （骨太の方針）（令和7年6月13日閣議決定）】
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Ⅱ．中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画の推進
１．官公需も含めた価格転嫁・取引適正化
（１）官公需における価格転嫁策の強化
①労務費等の価格転嫁の徹底
官公需における適切な価格転嫁の実施に向けて、国・独立行政法人等と自治

体の双方が必要となる予算を確保する。
取り分け、義務的経費の物価上昇対応分については、概算要求段階を含む
予算編成過程において的確な対応を行う。国立大学法人運営費交付金につい
ても、現場の実情を踏まえて適切に対応する。

４．地域で活躍する人材の育成と処遇改善
（１）アドバンスト・エッセンシャルワーカーの育成
Ⅵ．３に記載の「産業人材育成プラン」を策定し、在職者を含め、大学、短期

大学、高等専門学校及び専門学校においてアドバンスト・エッセンシャルワーカー
（デジタル技術等も活用して現在よりも高い賃金を得るエッセンシャルワーカー）の
育成に取り組む。

Ⅲ．投資立国の実現
５．ＰＥファンド等への成長投資の強化
③大学基金の運用の高度化
海外の大規模な大学基金のように積極的なオルタナティブ投資が促進されるよう、

大学独自基金におけるオルタナティブ投資のための指針・運用モデル等の作成やア
セットオーナー・プリンシプルの表明促進など、必要な措置を講じる。
あわせて、大学独自基金の運用モデルとなることを目指して、国際卓越研究大

学を支援する10兆円規模の大学ファンドについて、着実に運用高度化を進める。
加えて、基金運用の裾野を拡大する観点から、大学基金の造成促進や大学・

財団等への寄付拡充の方策について検討する。

Ⅴ．科学技術・イノベーション力の強化
１．産業競争力を高めることを軸とした戦略的に重要な技術領域への

一気通貫での支援
（略）重要技術領域での企業の研究開発投資の拡大や、企業と大学等の研

究開発の重要拠点との連携強化、企業の博士人材等の活用促進等に加え、国
際的に遜色のないイノベーション立地競争環境を確保するため、これまで実施して
きた施策の振り返りも踏まえつつ、研究開発税制等の税制によるメリハリあるインセ
ンティブを検討する。（略）

３．大学等の高度な研究・教育と戦略的投資の好循環の実現
①大学ファンドによる支援と地域中核・特色ある研究大学への支援
世界最高水準の研究大学の実現に向けて、10兆円規模の大学ファンドの
支援対象となる国際卓越研究大学の第２期公募における選定を進め、
2025年度中の助成開始を目指すとともに、意欲ある多様な大学による、
各々の強みや特色を十分に発揮し、地域の経済社会の発展や国内外におけ
る課題の解決や研究の多様な国際展開を後押しする。加えて、研究大学や
大学共同利用機関法人（個々の大学では整備できない大規模施設・設備
等を全国の研究者に提供する機関）等における先端研究設備・機器の戦
略的な整備・共用・高度化を進めるとともに、技術専門人材の育成・情報基
盤の強化やAI for Scienceを通じ、科学研究を革新する。

②若手研究者の支援及び育成の強化
若手研究者の支援及び育成の観点から、海外での博士取得や国際学会へ

の送り込み等の海外での研さんの機会を強化するとともに、我が国の研究活動
の中核である大学について、若手研究者の育成若しくはポスト確保のための
人事給与マネジメント改革及びガバナンス改革等を進める。加えて、若手研
究者を中心とした挑戦的・国際的・創発的研究への支援の積極的な拡充や、
国際共同研究支援の拡充に取り組む。

⑤ガバナンス強化と一体となった基盤的経費・競争的研究費の確保
大学を始めとした研究機関の戦略を実現する柔軟な資金配分、人事給与

マネジメント改革等の実施とあわせて、近年の物価・人件費の上昇等も踏ま
えつつ、科学のフロンティア開拓及び我が国の研究力強化のため、運営費交
付金等の基盤的経費を確保する。また、科研費等の競争的研究費の充実を
通じた研究力の一層の強化に取り組むべく、支援の在り方を検討する。

Ⅵ．人への投資・多様な人材の活躍推進
１．三位一体の労働市場改革の加速
（１）リ・スキリングをはじめとする能力向上支援
労働者のリ・スキリングによる最先端の知識・技能の修得（2029年まで毎年

約3,000人以上）や、地方の経営者等の能力構築（2029年までに約
5,000人）に向け、大学等が中心となり自治体や産業界等との協働による実
践的な教育プログラムの開発を支援する。
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２．多様な人材の活躍推進
（６）留学モビリティの拡大、教育の国際化
我が国の成長をけん引する人材を育成するため、初等中等教育段階からの

国際交流の促進、官民一体となった留学のための奨学金等の戦略的活用
や、多様で優秀な外国人留学生の誘致及び国内定着に取り組む。加えて、
留学モビリティ（日本人の派遣及び外国人留学生の受入れの一体的な推
進）の拡大のため、多文化共修環境の構築や質保証を伴った大学間交流
の強化に取り組む。

３．産業人材育成プラン
①産学協働での地域毎の人材ニーズの明確化や人材育成の連携体制の
整備
全国で地方ブロックごとに、地域の人材需要の変化の分析を踏まえ、人材育

成施策の方向性及び産学を含む関係者による連携方策を議論する場を立ち
上げる。

上記の地域における人材需要を踏まえて、都道府県等の地域ごとに、各
地域における大学・高専等を中心とした産業人材育成の取組方針について、
産学官金労等の関係者で議論・推進する「地域構想推進プラットフォーム」
を構築し、地域の高校教育改革やリカレント教育等の取組との連携も含め、
実効的な運営・取組促進を図る。

②各教育段階における産業人材の育成に向けた教育プログラムの充実
（略）高専・大学段階では、「成長分野をけん引する大学・高専の機能
強化に向けた基金」による事業等を活用し、高専の新設等への支援や、寄
附講座や共同研究等の実施も含め、企業からの資金提供や人材の派遣・
交流等、産業界と連携した取組を促すことにより、成長分野への学部・学科
の再編等を進める。半導体等の地域の産業ニーズ等を踏まえた技術領域に
対応する産業人材を育成するため、高専教育の高度化を図るとともに、複数
の大学・高専と産業界のネットワークをいかした人材育成を充実する。

（中略）
科学技術人材の育成については、産学連携の新たな枠組みを構築し、先端

技術分野での共同研究を通じた、産業界でも活躍できる優れた研究者や、産
業・研究基盤を支える技術者、大学等における研究開発マネジメント人材の
育成・確保や、関連制度・システム改革等、人的投資の拡充に向けた取組を
パッケージとして一体的に実行する。（略）

③産業界から教育機関への資金提供・共同でのプログラム開発等の促進
地方創生に不可欠な地域での人材育成に対し、産業界からの資金の流

れを強化するため、官民連携の重要な手法である企業版ふるさと納税につい
て、地方自治体と企業とのマッチング支援を強化し、企業による利用促進を
図るとともに、企業が大学等の教育研究の充実のための基金等に寄附する
際の手続の簡素化や、企業による地元の学校の教育活動への貢献を促進
する方策の強化を図る等の取組を進める。

産業界と連携した学部・学科の新設等に係る設置認可手続について、実
務家教員をより採用しやすくするため、民間企業経験者などを審査体制に加
え、教員資格審査の改善を図るなど、設置認可手続における迅速かつ円滑
な審査に向けた具体的な方策を検討する。

（中略）
民間企業が博士人材を採用しやすい環境を整備するとともに、企業研

究者に対する博士課程進学支援等により、産学官連携を通じた博士人材
等の活躍を促進する。産学間の人材交流を促進するための課題整理や事
例展開などを行うために産学連携ガイドラインの改訂等を検討する。

このプランの実行においては、地方の大学や高専に企業の資金がより還流
するようにするため、企業経営者の目線も取り入れ、大学・高専などに寄附し
て教育内容は任せきるのではなく、ＪＶのように共同事業として、共同教育
や共同研究にとどまらず、学部学科等の運営まで実施するような事例の創出
にも取り組む。 （略）

Ⅶ．資産運用立国の取組の深化
５．資産運用業・アセットオーナーシップの更なる高度化
②アセットオーナーシップ改革の更なる推進
（略）国立大学法人、公立大学法人及び学校法人については、海外で

は基金の運用によって運営資金の確保等が行われていることを踏まえ、ポート
フォリオをはじめとする資産運用・資産管理に係る実態把握を進めるとともに、
国立大学法人、公立大学法人及び学校法人におけるアセットオーナー・プリ
ンシプルの検討状況を年末を目途に整理する。特に、国際卓越研究大学の
認可における体制整備の判断に際しては、今後、アセットオーナー・プリンシプ
ルの受入れを要件に盛り込む。（略）
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